
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 8 1 1 1 環境総務費

一般 8 1 2 1 地籍調査事業

一般 8 1 2 2 地籍調査成果管理システム化事業

一般 8 1 3 1 みどり基金積立金

一般 8 2 1 1 企画事業

一般 8 2 1 2 広域環境政策推進事業

一般 8 2 1 3 環境にやさしいライフスタイル推進事業

一般 8 2 1 4 生物多様性保全推進事業

一般 8 2 1 5 環境影響評価審査事務

一般 8 2 2 1 建設発生土対策事業

一般 8 2 3 1 生物多様性保全推進事業（調査）

一般 8 2 3 2 豊かな海づくり事業

一般 8 2 3 3 都市の暑さ対策調査研究事業

一般 8 2 3 4 試験検査・環境危機管理対策事業

一般 8 2 3 5 機器保守管理運営費

一般 8 2 3 6 管理運営費

一般 8 3 1 1 環境保全管理費

一般 8 3 1 2 事業者温暖化対策促進事業

一般 8 3 1 3 大気水質常時監視

[環境創造局]

令和５年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[環境創造局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 8 3 1 4 環境測定事業

一般 8 3 1 5 次世代自動車普及促進事業

一般 8 3 1 6 エネルギーマネジメント事業

一般 8 3 1 7 使用済食用油のバイオディーゼル燃料活用事業

一般 8 3 1 8 都市生活型環境対策事業

一般 8 3 1 9 大気規制指導事業

一般 8 3 1 10 大気・音環境管理費

一般 8 3 1 11 水質規制指導事業

一般 8 3 1 12 土壌対策規制指導事業

一般 8 3 1 13 水・土壌環境管理費

一般 8 4 1 1 協働緑化推進事業

一般 8 4 1 2 自然観察の森事業

一般 8 4 1 3 よこはま協働の森基金事業

一般 8 4 1 4 環境活動支援センター管理運営費

一般 8 4 1 5 ガーデンシティ事業

一般 8 4 2 1 生産環境の整備と支援事業

一般 8 4 2 2 農業委員会関連運営

一般 8 4 2 3 農政推進事業

一般 8 4 2 4 漁港関連事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[環境創造局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 8 4 2 5 旧上瀬谷通信施設農業関連事業

一般 8 4 3 1 市内産農畜産物の生産振興事業

一般 8 4 3 2 農業の担い手支援事業

一般 8 5 1 1 公園維持管理事業

一般 8 5 1 2 公園・施設別管理運営事業

一般 8 5 1 3 市民利用施設予約システム運営事業

一般 8 5 1 4 公園愛護会活動等支援事業

一般 8 5 2 1 横浜市立動物園管理運営事業

一般 8 5 2 2 動物収集事業

一般 8 5 2 3 繁殖センター管理運営費

一般 8 5 2 4 希少動物海外交流事業

一般 8 5 2 5 野生鳥獣対策事業

一般 8 5 2 6 動物園基金事業

一般 8 6 1 1 公園整備事業

一般 8 6 1 2 緑地整備事業

一般 17 1 12 1 みどり保全創造事業費会計繰出金

一般 17 1 14 1 下水道事業会計繰出金

一般 17 1 18 1 低公害バス集中導入事業（自動車事業会計繰出金）

風力発電事業費 1 1 1 1 運営費



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[環境創造局]

令和５年度事業評価書　目次

風力発電事業費 1 2 1 1 予備費

みどり保全創造事業費 1 1 1 1 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

みどり保全創造事業費 1 1 1 2 良好な森の育成事業

みどり保全創造事業費 1 1 1 3 森を育む人材の育成事業

みどり保全創造事業費 1 1 1 4 市民が森に関わるきっかけづくり事業

みどり保全創造事業費 1 1 2 1 良好な農景観の保全事業

みどり保全創造事業費 1 1 2 2 農とふれあう場づくり事業

みどり保全創造事業費 1 1 3 1 まちなかでの緑の創出・育成事業

みどり保全創造事業費 1 1 3 2 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業

みどり保全創造事業費 1 1 3 3 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業

みどり保全創造事業費 1 1 3 4 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業

みどり保全創造事業費 1 2 1 1 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

みどり保全創造事業費 1 2 1 2 良好な森の育成事業

みどり保全創造事業費 1 2 1 3 森を育む人材の育成事業

みどり保全創造事業費 1 2 1 4 市民が森に関わるきっかけづくり事業

みどり保全創造事業費 1 2 2 1 良好な農景観の保全事業

みどり保全創造事業費 1 2 2 2 農とふれあう場づくり事業

みどり保全創造事業費 1 2 2 3 身近に農を感じる地産地消の推進事業

みどり保全創造事業費 1 2 2 4 市民や企業と連携した地産地消の展開事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[環境創造局]

令和５年度事業評価書　目次

みどり保全創造事業費 1 2 3 1 まちなかでの緑の創出事業

みどり保全創造事業費 1 2 3 2 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業

みどり保全創造事業費 1 2 3 3 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業

みどり保全創造事業費 1 2 3 4 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業

みどり保全創造事業費 1 2 4 1 市民の理解を広げる広報の展開事業

みどり保全創造事業費 1 3 1 1 みどり基金積立金

みどり保全創造事業費 1 4 1 1 元金

みどり保全創造事業費 1 4 2 1 利子

みどり保全創造事業費 1 4 3 1 公債諸費

みどり保全創造事業費 1 5 1 1 予備費



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市会・人事・労務などの業務の適正な執行、及び人材育成ビジョンに基づく職員育成に取り組む。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市会・人事・労務などの業務の適正な執行、及び人材育成ビジョンに基づく職員育成に取り組
む。

主に職員人件費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

6,325,701 6,393,314 67,613

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境総務費

所管局・課 環境創造 総務 会計 8 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

負担の
公平性

事
業
計
画

事
業
実
績

環境総務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

歳出予算科目 一般

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,325,701 6,393,314 67,613



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 地籍調査は、国土調査法に基づき、一筆ごとの土地について、その所有者、地番、地目の調査、並びに境界及び地
積に関する測量を行い、その結果を地図（地籍図）及び簿冊（地籍簿）に作成し、地籍の明確化を図ることを目的
として実施しています。地籍調査成果は、土地取引等の際の資料となるほか、災害復旧時に重要な資料となりま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(1) 未送付地区(過去に地籍調査を実施したものの成果を法務局に送付できていない地区)の全
筆再調査
(2) 過年度成果の修正
(3) 成果品の管理・閲覧

補助対象工程の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地籍調査事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地籍調査事業

所管区局・課 環境創造 地籍調査 会計 8 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

2 2 3 3 3

地区 実績 3

単位 想定 3 3

2

全筆再
調査

(R5年度
以降新
規地区
調査含
む)

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

33,170 59,166 25,996

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 2

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 33,170 59,166 25,996



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　地籍調査の成果については、平成20年度から国の定める「地籍フォーマット2000」という形式に電子データ化
（数値情報化）する作業を継続的に行っています。
　また、蓄積された電子データを地籍調査成果窓口閲覧システムにより管理し窓口閲覧等に活用することで、窓口
サービスの向上及び省スペース化を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・地籍調査の成果を「地籍フォーマット2000」という形式に電子データ化（数値情報化）し
ます。令和４年度は、瀬谷区瀬谷町ほか14町で電子データ化を実施しました。
・蓄積された電子データを地籍調査成果窓口閲覧システムにより管理し窓口閲覧等に活用す
ることで、効率、かつ迅速化による窓口サービスの向上及び省スペース化（ペーパーレス
化）を図ります。

電子データ化実施筆数の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地籍調査成果管理システム化事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地籍調査成果管理システム化事業

所管区局・課 環境創造 地籍調査 会計 8 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

11,447 2,022 6,583 10,330
６年度で
完了予定

筆 実績 14,788

単位 想定 14,788 11,167

2,022

電子
データ
化（数
値情報
化）

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,602 6,418 ▲ 4,184

・該当なし
・目標を概
ね達成

11,167 11,447

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,602 6,418 ▲ 4,184



様式３

局 課 款 項 目

差引（増減）

決算 2,798,131 2,919,366 121,235

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

みどり基金積立金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし・増える ・条例

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みどり基金積立金

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 1 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

2,798,131 2,919,366 121,235

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

横浜みどりアップ計画［2019-2023］に必要な経費に充てるため、横浜みどり税の税収相当額を基金に積み立てま
す。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

横浜みどりアップ計画［2019-2023］に必要な経費に充てるため、横浜みどり税の税収相当額
を基金に積み立てます。

横浜みどり税収の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 17,373 20,676 3,303

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

- -

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,655 4,876 221

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

-

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 企画事業

所管区局・課 環境創造 政策 会計 8 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

「横浜市環境管理計画」を総合的に推進し、この取組状況と横浜の環境の状況を総合的な視点でとりまとめ、年次
報告書として公表します。また、「横浜市水と緑の基本計画」における、水と緑の目標像「多様なライフスタイル
を実現できる水・緑豊かな都市環境」の実現に向けて事業推進するほか、「横浜みどりアップ計画市民推進会議」
の開催、報告書の発行等を行います。また、これらの横浜市の環境の保全及び創造に関する事項について、環境創
造審議会において調査審議します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

令和３年度に幅広い視点から検討した2040～2050年頃の将来の横浜の環境の姿を踏まえ、今後
予定している次期計画の方向性を検討します。また、計画に掲げた施策・事業を推進し、その
推進状況と横浜の環境の状況を、環境に関する市民意識調査の結果も活用しながら総合的な視
点でとりまとめ、年次報告書として公表します。

印刷製本費値上げによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

「横浜市環境管理計画」推進事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

ー

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

-

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 環境創造審議会を開催します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 384

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

ー

2,123

単位 ー

水と緑の基本計画推進事業

平成28年に改定した「横浜市水と緑の基本計画」において、水と緑の目標像を「多様なライフ
スタイルを実現できる水・緑豊かな都市環境」としており、実現に向けて事業を推進します。
また、実施計画である「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」において、計画の評価及び意
見・提案、市民への情報提供を目的として「横浜みどりアップ計画市民推進会議」を設置して
おり、会議の開催、報告書や広報誌の発行を行います。

細事業事業量

ー

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

4,999 次期緑施策検討に伴う増

- -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

ー

３年度 ４年度

実績 ー ー ー
②

元年度 ２年度

- -

７年度５年度

審議会開催数増加による報酬の増

６年度

ー

環境創造審議会運営

３年度 ４年度

単位 想定 - - - - -

762 378

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 ー ー ー ー

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,876

・委託の拡
大不可

---



-

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 - -

- - -

-

決算

７年度

単位 -

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

-

- -

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

-

④

事
業
計
画

細事業名称 その他事務費

細事業概要 課の運営にかかる諸雑費を計上します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

7,151 10,039 2,888 寄附金額増加による積立金増

・委託不可 ・該当なし

-

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,730 90 ▲ 1,640

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

ー ー

事
業
計
画

事
業
実
績

九都県市共同普及啓発事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

ー ー ー ー ー

ー 実績 ー

単位 想定 ー ー

ー

ー

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 広域環境政策推進事業

所管区局・課 環境創造 政策 会計 8 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

九都県市で共同して、快適な地域環境の創造や地球環境の保全に貢献する取組を推進するほか、環境保全行政の効果
的な推進を目的として環境保全行政の諸問題について他都市と意見交換等を行います。
また、横浜上海友好交流事業に係る協定書に基づき、上海市と環境保全に係る技術交流を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

【幹事会の取組】①環境分野における国際協力(ＪＩＣＡ青年研修事業への参画)
　　　　　　　　②環境問題対策委員会のとりまとめ、首脳会議に向けた調整、
　　　　　　　　　ＨＰの管理、九都県市同時報道発表の承認
【緑化政策専門部会の取組】①調査・検討、②国への要望、③普及啓発

負担金執行課変更のため減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

1,730 90 ▲ 1,640

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



５年度 ６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

ー

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

ー

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
環境分野における国際交流・国際貢献として、横浜上海友好交流事業に係る協定書に基づき、
上海市から要望があった場合は職員を受け入れ、環境保全に係る技術交流を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

ー

0

単位 ー

環境行政連絡調整事業

大都市環境保全主管局長会議等に出席し、環境保全行政の諸問題について他都市と意見交換を
行います。

細事業事業量

ー

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 ー

ー ー

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

ー

３年度 ４年度

実績 ー ー ー

②

年度 元年度 ２年度

ー ー

７年度５年度

ー

６年度

ー

国際環境保全事業

３年度 ４年度

単位 想定 ー ー ー ー ー

0 0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

ー 実績

想定 ー ー ー ー

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

ーー



様式３

局 課 款 項 目

　市民や活動団体、企業等と連携しながら、生物多様性保全や地球温暖化対策、省エネなどの環境保全活動に市民や
企業が日常的に取り組むよう、環境にやさしいライフスタイルを推進していきます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

環境月間事業、こどもエコフォーラムの開催、局内各部署が連携したイベント出展の支援、環
境関連事業を所管する局と連携したポスター作成、横浜ＲＣＥネットワーク活動の支援、ツ
イッター等を活用した広報、局内資料の集約・活用推進などを行います。また、局内横断的
で、効率的・効果的なプロモーションを推進していきます。

プロモーション写真撮影の完了に伴
う委託料の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

719 465 ▲ 254

・該当なし
・目標を概
ね達成

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境にやさしいライフスタイル推進事業

所管区局・課 環境創造 政策 会計 8 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 3

事業概要

12 12 12 12 12

回 実績 12

単位 想定 12 12

12

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

広報委員
会(環境
プロモー
ション推
進委員
会)

事
業
計
画

事
業
実
績

環境プロモーション

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える ・なし

差引（増減）

12 12

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,761 2,822 61



805

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,382

人 実績

想定 20,000 20,000 20,000 20,000

617

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 元年度 ２年度

- 211

７年度５年度

梱包委託見送りによる減

６年度

21,296

エシカル消費普及啓発キャンペーン

３年度 ４年度

単位 想定 - 200 500 500 600 - -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,703

15,000

３年度 ４年度

実績 20,723 17,502 15,383

②

配送費の増

参加児
童数

321

単位 15,000

こども「エコ活。」大作戦！

小学生にチェックシートを配布し、家庭・地域での環境行動の取組を推進します。

細事業事業量

15,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
SNSを活用した企業との協働により市民参加型の普及啓発キャンペーンを実施し、環境配慮型商
品の選択・購入（エシカル消費）を呼びかけます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 660

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

キャン
ペーン
応募者
数

653 ▲ 7

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,064 5,071 3,007

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目 一般

差引（増減）

61 81

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

環境教
育出前
講座実
施回数

事
業
計
画

事
業
実
績

環境教育出前講座（生物多様性でＹＥＳ！）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

80 80 80 80 80

回 実績 107

単位 想定 80 80

102

・増える ・なし

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 生物多様性保全推進事業

所管区局・課 環境創造 政策 会計 8 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 4

事業概要

生物多様性への理解を深める取組の輪を広げるため、市民や企業、市民団体等と連携し、生物多様性の普及啓発及び
企画事業を展開します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

生物多様性や地球温暖化といった環境問題への理解を深めるため、市内の小中学校や地域の皆
様を対象に、市民団体、企業、国際機関、市役所など専門知識を持った講師が講義を行う「環
境教育出前講座」を実施します。

講座申込数の増加に伴う謝金額の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

506 660 154

・該当なし
・目標を上
回った



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

職員向
け研修
実施数

55 ▲ 1,295

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
・生物多様性への理解と行動変容を促進するため、多様な主体と連携するとともに、イベント
出展やツイッター等を活用した情報発信を行います。
・生物多様性について理解を深めるための職員向け研修を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,350

2

３年度 ４年度

実績 2 2 2

②

委員会開催回数の増加に伴う報酬費の増

審査委
員会の
開催回
数

148

単位 2

活動支援事業

第29回横浜環境活動賞の表彰式を開催します。
第30回横浜環境活動賞を実施するため、審査委員会を年に２回開催します。

細事業事業量

356

生物多様性の普及啓発等推進

３年度 ４年度

単位 想定 3 3 2 2 2 2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 元年度 ２年度

3 3

７年度５年度

庁内の役割整理に伴う委託費の減

６年度

3

回 実績

想定 2 2 3 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 208

年度 元年度 ２年度

2



・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

想定

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

④

事
業
計
画

細事業名称 生物多様性地域戦略推進事業

細事業概要
生物多様性保全等の取組を推進し、自然と人との共生を実現していくため、生物多様性地域戦
略の改定に向けた計画検討を進めます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 4,000 4,000 令和４年度新規

・委託不可
・契約方法
の工夫が可
能

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,913 4,982 ▲ 931

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

19 31

事
業
計
画

事
業
実
績

環境影響評価審査会運営

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

29 27 27 27 27

回 実績 11

単位 想定 21 23

22

審査
会・現
地視察

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境影響評価審査事務

所管区局・課 環境創造 環境影響評価 会計 8 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 99 評価書番号 5

事業概要

　環境に及ぼす影響について事業者自らが事前に調査・予測・評価を行い、その結果を公表して市民意見を聴くなど
の手続きを通し、環境に配慮した事業とする環境アセスメント制度を運用します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

審査会運営に係る事務経費を執行します。

効率的な運営による審査会開催回数減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

5,913 4,982 ▲ 931

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

公共工事から発生した建設発生土を、本市臨海部や地方港の埋立用材や建設資材として再利用する。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

本市の公共工事から発生する建設発生土を適正に処理し、公共工事の円滑な推進と資源循環型
社会の構築を目指します。
このために、国の「港湾建設資源の広域利用基本計画」に基づき、本市公共工事から発生する
建設発生土を、地方港湾の埋立事業等に活用します。

国や他地方自治体と連携して行う「広域
利用事業」において、取扱い土量が減少
したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

建設発生土対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 建設発生土対策事業

所管区局・課 環境創造 技術監理 会計 8 2 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 6 評価書番号 1

事業概要

1 1 1 1 1

万m3 実績 0.4

単位 想定 1 2

0.2

搬出土
量

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

29,752 16,483 ▲ 13,269

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

0 0.5

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 29,843 16,628 ▲ 13,215



・委託の拡
大不可

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 91

・該当なし
・求めるべ
きではない

0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 0 0

②

145
国や他地方自治体と連携して行う「広域利用事業」に
おいて、本市職員による調査に費用を要したため

調査委
託

54

単位 1

建設発生土対策事業（施設等整備費以外）

本市公共工事から発生する建設発生土の適正処理と広域利用事業の着実な推進のため、建設発
生土の物理・化学性状を調査する。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 款 項 目環境科学研究所

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,374 7,646 ▲ 2,728

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

10 10

７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

- 3,376 -

・該当なし
・目標を概
ね達成

10 41 41 10 10

地点 実績 41

単位 想定 41 10

41

委託調
査地点
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 生物多様性保全推進事業（調査）

所管区局・課 環境創造 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 1

事業概要

生物多様性に関する調査研究を行い、施策への反映や普及啓発（生物多様性の主流化）に資するデータを取得・整
備します。また、生物多様性に関する普及啓発活動、防除、助言等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

水域における生物相調査（R4年度は河川域・冬季・41地点）を行います（２年計画の１年
目）。また、水域生物多様性に関する調査研究、普及啓発活動、防除、助言等を行います。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

水域生物調査

５年度 ６年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

地点

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

参加校
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 市民協働（市内小学校対象）による市内全般の生物アンケート調査を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

委託調
査地点
数

-

単位 3

陸域生物調査

陸域における生物相調査（R４年度帷子川流域・３地域）を行います（４年計画の３年目）。
また、陸域生物多様性に関する調査研究、普及啓発活動、防除、助言等を行います。

細事業事業量

3

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

4,036 -

180 180

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

３年度 ４年度

実績 3 3 3

②

元年度 ２年度

169 ０（中止）

７年度５年度

-

６年度

3

市民協働調査

３年度 ４年度

単位 想定 180 180 180 180 180

234 -

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 3 3 3 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・委託の拡
大不可

159167校



様式３

局 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

平成29年度まで山下公園前海域で実施してきたJFEスチール株式会社との共同研究の結果、スラグ等による浅場造成
により生物が増加し、水質浄化に寄与することがわかってきました。この共同研究の結果を整備指針として取りま
とめ、さらに浅場造成範囲の拡大を目指していくにあたり、今後もこのスラグ等が生物付着基盤（生物の隠れ処や
すみか）としての機能を維持しているかどうか調査を継続する必要があります。水域占用許可の期間継続のために
も調査による状況確認が必要です。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

山下公園前海域ではこれまでの研究の結果スラグ等による浅場造成により生物が増加し、水質浄化に寄与
することがわかってきました。さらに浅場造成範囲の拡大を目指していくにあたり、今後もスラグ等が生
物付着基盤（生物の隠れ処やすみか）としての機能を維持しているかどうか調査を継続する必要がありま
す。水域占用許可の期間継続のためにも調査による現況確認が必要です。
イベント等を通して市民との海環境のPRを行うことで、横浜の海の現状を知る機会となります。また、市
民が海に親しむきっかけづくりの一環として、R3年3月に発行した「よこはま海さんぽＭＡＰ」につい
て、好評につき、992部がはけています。（1000部発行）。区役所やメディアなどからの注目度が高く、
需要も多いことからマップを増刷しさらに啓発を広げていきます。
国立研究開発法人国立環境研究所と地方公共団体研究機関等との研究交流を促進し、環境研究の発展を図
るためにR3年度からR5年度までの3年間は事務局として参加し、ブルーカーボンの実験や深浅測量調査等
を実施します。また、年2回連絡会議を開催し、里海黒潮海流圏における環境保全の取組や課題等につい
て国環研および地環研等間での情報共有を行います。

経費節減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

豊かな海づくり事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 豊かな海づくり事業

所管区局・課 環境創造 環境科学研究所 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 6 評価書番号 2

事業概要

19種以上 19種以上 19種以上 19種以上 19種以上

種 実績 8種

単位 想定 19種以上 19種以上

12種

造成した
浅場にお
ける生物
種類数
（動物）

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,350 1,348 ▲ 2

・該当なし
・目標を概
ね達成

17種 10種

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,350 1,348 ▲ 2



様式３

局 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市内の夏季気温観測（36地点）等を通じて、温暖化やヒートアイランド現象による市内の熱環境等を把握し、その結
果を情報発信し、市民・事業者の取組につなげる。また、市民の快適空間創造のための熱環境調査を行うほか、暑さ
対策など庁内に向けた普及啓発を支援するため、赤外線サーモカメラ等の貸出等を実施する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内の夏季気温観測（36地点）等を通じて、温暖化・ヒートアイランド現象による市内の熱環
境等の状況を把握し、その結果を記者発表やWEB等を用いて情報発信する。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 都市の暑さ対策調査研究事業

所管区局・課 環境創造 環境科学研究所 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 18 施策番号 5 評価書番号 3

事業概要

40 36 36 36 36

地点 実績 44

単位 想定 44 44

36

気温観
測地点
数

事
業
計
画

事
業
実
績

市内気温観測

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

- 339 -

・該当なし
・目標を概
ね達成

43 40

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 870 923 53



件 12

・一部委託
が可能

8

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

3 7

７年度５年度

-

６年度

2

庁内に向けた技術支援

３年度 ４年度

単位 想定 5 5 5 5 5

6 -

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

5 5

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 2 2

②

578 -

熱環境
調査数

-

単位 2

市民の快適空間創造のための熱環境調査

人が多く集まる市街地等での暑さの実態調査や、暑さ対策を導入した場所に対して暑熱緩和効
果の検証を実施する。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
庁内に対し赤外線サーモカメラやレーザー温度計、携帯型簡易暑さ指数（WBGT）計の貸出し、
測定支援を実施する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

サーモ
カメラ
等貸出
件数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 款 項 目環境科学研究所

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,302 9,941 2,639

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

161 154

３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

- 2,705 -

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

155 155 155 155 155

検体 実績 144

単位 想定 144 144

148

検体数
（有害
大気）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 試験検査・環境危機管理対策事業

所管区局・課 環境創造 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 4

事業概要

(1)法令に基づく試験検査（大気、水質、土壌、底質）の実施
(2)環境モニタリング（大気、水質、土壌、底質）の実施
(3)放射性物質測定・河川水質事故、及び広域異臭等の緊急事案への対応
(4)マイクロプラスチック調査など新たな課題への対応
(5)地盤沈下の常時監視、地下水位の定点観測、地盤情報の収集・整理および「地盤View」での情報提供

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

大気汚染防止法第22条常時監視に基づき、月に１回、市内の有害汚染物質モニタリング調査を実施します。
光化学反応によって生成する光化学オキシダントなどの大気汚染物質の前駆物質に関する調査を実施します。
また、広域異臭発生時に採取された検体を分析します。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

大気汚染物質調査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

検体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

検体数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
市内環境中等におけるダイオキシン類、アスベスト、放射性物質、マイクロプラスチックの実
態を調査します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

検体数
（水分
析）

-

単位 674

水環境・地盤保全事業

法令に基づく試験検査（事業所排水、地下水）の実施、災害等の緊急時における環境汚染の実
態及び原因に関する調査、酸性雨モニタリング調査、地盤沈下の常時監視、地下水位の定点観
測、地盤情報の収集・整理と「地盤View」での情報提供など

細事業事業量

674

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

2,479 -

367 367

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

674

３年度 ４年度

実績 772 547 627

②

元年度 ２年度

415 453

７年度５年度

-

６年度

626

ダイオキシン類等試験調査事業

３年度 ４年度

単位 想定 356 315 456 367 367

4,757 -

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 770 770 670 674

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 -

・一部委託
が可能

362474検体



様式３

局 款 項 目環境科学研究所

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 51,582 45,141 ▲ 6,441

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,161 1,255

３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

51,582 45,141 ▲ 6,441

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

1,281 1,196 1,191 1,191 1,191

検体 実績 1,331

単位 想定 1,387 1,253

1,136

検体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 機器保守管理運営費

所管区局・課 環境創造 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 5

事業概要

(1)法令に基づく試験検査（大気、水質、土壌、底質）の実施
(2)環境モニタリング（大気、水質、土壌、底質）の実施
(3)放射性物質測定・河川水質事故、及び広域異臭等の緊急事案への対応
(4)マイクロプラスチック調査など新たな課題への対応
(5)地盤沈下の常時監視、地下水位の定点観測、地盤情報の収集・整理および「地盤View」での情報提供
これらを実施するために必要な分析機器等の整備及び保守管理を行う

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(1)法令に基づく試験検査（大気、水質、土壌、底質）の実施
(2)環境モニタリング（大気、水質、土壌、底質）の実施
(3)放射性物質測定・河川水質事故、及び広域異臭等の緊急事案への対応
(4)マイクロプラスチック調査など新たな課題への対応
(5)地盤沈下の常時監視、地下水位の定点観測、地盤情報の収集・整理および「地盤View」での情報提供を実施するた
めに必要な分析機器等の整備及び保守管理を行う

修繕料の件数が減ったことによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

機器保守管理運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

昭和５１年４月の研究所開所に伴い、効率的な施設の維持管理および安全かつ良好な執務環境の確保を行うために
実施。
なお、平成２７年４月に磯子区滝頭から神奈川区恵比須町（賃貸）へ移転した。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

①施設整備の維持管理に必要な委託および修繕を実施する
②その他業務に必要な物品を購入し、経費を執行する
③職員等に係る庶務全般を行う

電気料金高騰による光熱水費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 管理運営費

所管区局・課 環境創造 会計 8 2 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 6

事業概要

700,000 700,000 700,000 700,000 700,000

kwh 実績 696,918

単位 想定 700,000 700,000

610,085

電気使
用量

事
業
計
画

事
業
実
績

管理運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

110,689 117,614 6,925

・該当なし
・目標を上
回った

680,199 668,762

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 110,689 117,614 6,925

環境科学研究所



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

典型七公害に係る環境法令や横浜市生活環境の保全等に関する条例に基づく事業所等に対する規制指導、環境保全協
定の締結、市民意識の啓発等を行うことにより、環境負荷を軽減し、本市の環境の改善につなげます。また、PＭ2.5
や自動車排出ガスなどの課題に対して、九都県市首脳会議に参画し、継続的、広域的に取組を進めることで、対応策
に反映していきます。横浜市環境保全協議会（事務局：横浜商工会議所）の会員企業と定期的な情報交換やセミナー
等を実施するなど、事業者と連携しながら、横浜の環境改善を進めます。
　<主な内容>
・「横浜市生活環境の保全等に関する条例」に基づく指定事業所の申請・届出審査及び許可
・化学物質による環境汚染防止を目的とした「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す
る法律」(PRTR法)に基づく届出事務及び市民・事業者の自主的取組、リスクコミュニケーション推進
・事業者指導の適切な運用を図るため、対象事業所からの届出や許可申請のほか、公害相談、公害防止管理者等に関
する情報について、環境情報管理システムにより一元管理

細事業の分析

①

・負担は適
切である

・「横浜市生活環境の保全等に関する条例」に基づく指定事業所の申請・届出審査及び許可
・化学物質による環境汚染防止を目的とした「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律」(PRTR法)に基づく届出事務及び市民・事業者の自主的取組、リ
スクコミュニケーション推進
・環境管理計画及び生活環境保全推進ガイドラインに基づく、快適な生活環境の保全の推進に
向けた企画・調整、調査、広報等
・環境保全行政に必要な人材育成のほか、市民等の理解・協力を深める取組実施

会計年度任用職員の社会保険料による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

管理費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境保全管理費

所管区局・課 環境創造 環境管理 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 1

事業概要

270 260 260 260 260

件 実績 221

単位 想定 270 270

214

指定事
業所関
連申請
数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,667 6,826 159

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

201 193

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 20,052 17,543 ▲ 2,509



・委託不可

想定 830 830 830 830

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 13,386

・該当なし
・負担は適
切である

751

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・条例
・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

830

３年度 ４年度

実績 820 836 763

②

10,716 システム改修内容による減

指定事
業所届
出等入
力件数

▲ 2,670

単位 830

システム運用

横浜市生活環境の保全等に関する条例及び公害関係法令対象事業所からの届出や許可申請のほ
か、公害相談、公害防止管理者等に関する情報を環境情報管理システムにより一元的に管理

細事業事業量

830

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 19,527 12,368 ▲ 7,159

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

518 509

４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

19,527 12,368 ▲ 7,159

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

525 820 554 466 750

件 実績 731

単位 想定 698 515

712

届出数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 事業者温暖化対策促進事業

所管区局・課 環境創造 環境管理 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 1 評価書番号 2

事業概要

・条例に基づき、一定規模以上のエネルギーを使用する事業者から、温室効果ガス削減に関する計画書及びその実
施状況報告書を受け付け、評価・公表する制度を適正に運用し、事業者の温室効果ガス削減につなげます。
・市条例に基づき、市内に電気を供給する小売電気事業者から、供給電気の排出係数等に係る計画書兼報告書を受
け付け、その情報を公表する制度を適正に運用し、市内への低炭素な電気の供給と選択につなげます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内事業者の温暖化対策の促進につながる実効性ある施策を展開し、横浜市地球温暖化対策実
行計画で定める温室効果ガスの削減目標の達成に寄与します。

委託内容による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業者温暖化対策促進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 207,890 187,324 ▲ 20,566

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

88 86

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

111,376 107,007 ▲ 4,369

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

86 86 85 85 85

局数 実績 88

単位 想定 88 88

86

大気水
質測定
局数・
放射線
モニタ
リング
ポスト

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 大気水質常時監視

所管区局・課 環境創造 環境管理 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 3

事業概要

昭和39年に自動測定機による二酸化硫黄及び浮遊粉じんの常時測定を開始し、昭和43年には大気環境測定局のテレ
メータ化及びオンラインデータ処理装置を設置した。その後、昭和44年に大気汚染防止法等により、環境の常時監
視が義務付けられた。
大気汚染（環境28局（一般環境測定局20局・自動車排出ガス測定局８局）、発生源工場28局、補助局１局）と水質
汚濁（発生源工場28局）、空間放射線量（放射線モニタリングポスト１局）の状況について、常時測定を行ってい
る。測定結果はリアルタイムで監視センター（市庁舎内）で監視し、測定機器等の常時正常稼働を維持する。
①大気環境の常時監視
　市内に大気一般環境測定局、自動車排ガス測定局を設置し、大気中の各種汚染物質（PM2.5等）の自動濃度測定を
行う。また、光化学スモッグ注意報等の県大気汚染緊急時措置等が発令された際には、市民や本市関連部署・施設
に速やかに周知する。
②大気水質発生源事業場等の常時監視
　大気・水質事業場の排ガス・排水を常時監視する。
③大気環境中の放射線常時監視
　市内１カ所に放射線モニタリングポストを設置し、大気環境中の放射線量を測定する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

大気環境測定局舎、発生源事業場、放射線モニタリングポストで測定した常時監視データを自
動で収集、解析及びHP掲載を行うシステムの維持管理を行う。

委託内容の項目による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

大気水質常時監視テレメータシステム管理

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

局数

大気測
定局数
（一般
環境・
自動車
排ガ
ス・補
助局・
放射線
MP）

▲ 16,197

単位 29

測定局舎・測定機器等管理

大気常時測定及び放射線モニタリングを正確かつ安定的に実施するため、大気環境測定局舎及
び各測定機器の維持管理を行う。光化学スモッグ等の大気汚染発生時の対応を行う。休止局舎
について、適宜移転・撤去を行う。

細事業事業量

29

年度 元年度 ２年度

80,317 委託の事業移行による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

29

３年度 ４年度

実績 30 30 30
②

30

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 30 30 30 30

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 96,514

・委託の拡
大不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 40,869 56,741 15,872

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

79 82

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

26,392 27,930 1,538

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

78 73 73 72 72

数 実績 84

単位 想定 77 78

74

水質測
定地点
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境測定事業

所管区局・課 環境創造 環境管理 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 4

事業概要

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法及び振動規制法等の法律並びに横浜市水と緑の基本計画等に基づ
き、環境測定を実施する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

水質汚濁防止法第16条に基づき神奈川県知事が定める計画に従い、公共用水域（河川・海域）
と地下水の水質調査を行う。
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく、一般環境（公共用水域・地下水）のダイオキシン類
濃度を測定する。

委託内容の項目追加による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

水質調査

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

数

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

騒音振
動測定
地点数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 騒音規制法及び振動規制法に基づく、道路交通騒音及び新幹線鉄道騒音振動測定を行う。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,975

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・全部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

大気測
定地点
数

13,902

単位 12

大気調査

大気汚染防止法第22条に基づく大気汚染物質の濃度測定を行う。PM2.5成分分析や大気測定局
での自動測定以外の項目について実施する。
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく、一般環境（大気）のダイオキシン類濃度を測定す
る。

細事業事業量

18

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

21,404 委託の事業移行による増

20 20

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12

３年度 ４年度

実績 18 18 18

②

元年度 ２年度

40 15

７年度５年度

委託契約金額による増

６年度

18

騒音振動調査

３年度 ４年度

単位 想定 45 35 20 20 20

7,407 432

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 18 18 18 18

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,502

・一部委託
が可能

2020数



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 36,567 25,974 ▲ 10,593

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

7,726 8,909

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・増える ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

36,567 25,974 ▲ 10,593

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

10,000 10,600 11,200 12,000 －

台
（累計） 実績 7,163

単位 想定 － 9,000

9月公表予定

次世代自
動車普及
台数※令
和４年度
から特殊
車両を含

む

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 次世代自動車普及促進事業

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 4 評価書番号 5

事業概要

自動車の走行に伴って排出される温室効果ガスや大気汚染物質を削減するため、燃料電池自動車の導入や電気自動車
等充電設備、V2H機器の設置、水素ステーションの整備促進に向けた補助を実施する。また、公用車への次世代自動
車（電気自動車（以下「EV」という。）、プラグインハイブリッド車（以下「PHV」という。）燃料電池自動車（以
下「FCV」という。））の率先導入や公共施設の電気自動車用充電設備の維持管理を進めるほか、燃費改善効果が期
待されるエコドライブの普及啓発に向け、市民、事業者を対象とした講習等を実施する。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

①FCV、EV等次世代自動車の普及促進
②公用車への次世代自動車の率先導入
③エコドライブの促進等

燃料電池自動車の購入台数の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

FCV・EV・PHVおよび充電設備設置の普及促進等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,529 23,709 13,180

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,627 2,725

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,529 23,709 13,180

・該当なし
・目標を概
ね達成

－ － － － －

施設 実績 2,596

単位 想定 － －

2,728

エネル
ギーカ
ルテシ
ステム
登録施
設数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 エネルギーマネジメント事業

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 6 評価書番号 6

事業概要

地球温暖化対策の一環として、横浜市地球温暖化対策実行計画に掲げる温室効果ガス削減目標の達成に向けて、全庁
的なエネルギーマネジメントの推進や市域で排出される温室効果ガス削減に向けた取組を進める。
また、地球温暖化を防止し、災害に強い安心・安全なまちづくりを推進するため、住宅用燃料電池システムの設置費
に要する経費の一部を事業者あるいは個人に対して補助を行う。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市地球温暖化対策実行計画に掲げる温室効果ガス削減目標の達成に向けて、全庁的なエネ
ルギーマネジメントの推進や市域で排出される温室効果ガス削減に向けた取組を進める。
また、地球温暖化を防止し、災害に強い安心・安全なまちづくりを推進するため、住宅用燃料
電池システムの設置費に要する経費の一部を事業者あるいは個人に対して補助を行う。

太陽光発電設備等導入可能性調査実
施による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

エネルギーマネジメントの推進等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市立小学校から出る使用済食用油を障害者福祉施設が回収してBDFを精製し、本市施設等で化石燃料の代替として活
用する。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

市立小学校から出る使用済食用油を障害者福祉施設が回収してBDFを精製し、本市施設等で化
石燃料の代替として活用する。

精製業務実施施設の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

BDF精製委託等

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 使用済食用油のバイオディーゼル燃料活用事業

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 6 評価書番号 7

事業概要

33,000 25,000 0 0 0

L 実績 60,231

単位 想定 62,000 55,000

23,920

BDF精製
量

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・民間移管
が可能

・該当なし・減る ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,047 2,843 ▲ 3,204

・民間と競
合

・目標を下
回った

45,468 29,734

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,047 2,843 ▲ 3,204



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,290 2,496 ▲ 1,794

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

100 100

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

392 395 3

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

100 100 100 100 100

％ 実績 100

単位 想定 100 100

100

３日以内
に対応し
た受付苦
情の割合

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 都市生活型環境対策事業

所管区局・課 環境創造 大気・音環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 8

事業概要

騒音、振動、大気汚染、悪臭その他の公害苦情への対応を行い、市民の健康の保護及び生活環境の保全に寄与しま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

騒音、振動、大気汚染、悪臭その他の公害苦情の対応に必要な資機材及び消耗品の購入、啓発
用パンフレット類の印刷、現地調査のための車両借上等を行い、細事業②及び③を迅速かつ適
切に対応します。

リーフレット印刷が増加したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

都市生活型環境対策業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

大気汚
染・悪
臭苦情
の件数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 大気汚染・悪臭公害苦情への対応を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 474

・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

騒音・
振動等
苦情の
件数

▲ 1,758

単位 710

騒音・振動苦情対応業務

騒音・振動等公害苦情への対応を行います。

細事業事業量

580

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,666
騒音振動等に係る委託の測定件数が
見込みを下回ったため

850 850

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

710

３年度 ４年度

実績 503 719 583

②

元年度 ２年度

598 911

７年度５年度

測定件数が減少したため

６年度

709

大気汚染・悪臭苦情対応業務

３年度 ４年度

単位 想定 600 600 910 910 720

435 ▲ 39

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 500 500 710 710

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,424

・委託の拡
大不可

850720件



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,040 9,190 ▲ 850

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

23 42

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

8,531 8,061 ▲ 470

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

43 39 38 38 38

検体 実績 57

単位 想定 65 39

30

窒素酸
化物等
の立入
測定の
検体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 大気規制指導事業

所管区局・課 環境創造 大気・音環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 9

事業概要

・市域内の大気環境が環境基本法で規定される大気環境基準を達成することを目標とし、固定発生源（工場・事業場
等）及び移動発生源（運行車両等）を対象に、法令に基づく規制指導や自主的取組を促す啓発等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・市内のばい煙発生施設について、大気汚染物質排出量調査を行います。（約1,300事業所）
・市内のばい煙発生施設等に対して、立入検査及び排ガスの測定を行います。（39検体、39事
業所）
・市内幹線道路において、ディーゼル車のビデオ検査を行います。（1,000台／年）

悪天候により測定件数が見込みを下回ったため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

大気汚染物質対策業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

検体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

立入検
査回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
市内で行われる解体等工事に対して立入検査を行います。（年間170件）
石綿事前調査結果報告の受付を開始します。（年間19,000件（想定））

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 232

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

ダイオ
キシン
の立入
測定の
検体数

▲ 406

単位 5

ダイオキシン類対策業務

市内の特定施設に対して、立入検査及び排ガスの測定を行います。（５検体、５事業所）

細事業事業量

5

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

870 施設の休止等により測定件数が見込みを下回ったため

350 350

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

5

３年度 ４年度

実績 6 4 5

②

元年度 ２年度

173 80

７年度５年度

消耗品の購入が増加したため

６年度

4

石綿飛散防止対策業務

３年度 ４年度

単位 想定 150 170 200 250 350

259 27

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 10 4 6 5

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,276

・委託の拡
大不可

301152件



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

環境法令等に基づく大気汚染・騒音・振動・悪臭に関する事業場への規制指導等にかかる事務経費

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

環境法令等に基づく大気汚染・騒音・振動・悪臭に関する事業場への規制指導等にかかる事務
経費

マイクロ委託を他事業と合算執行し
たことによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

大気・音環境管理費

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 大気・音環境管理費

所管区局・課 環境創造 大気・音環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 10

事業概要

- - - - -

件 実績 4,001

単位 想定 - -

4,460

法律に
基づく
届出

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

13,162 13,017 ▲ 145

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

4,516 4,205

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,162 13,017 ▲ 145



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

水質汚濁防止法や横浜市生活環境の保全等に関する条例に基づき、河川や海域（公共用水域）へ排水を排出する事
業場や水質事故現場に立入調査等を行い排水等を分析し、事業者等に水質汚濁の防止等を指導します。また、他自
治体と連携し東京湾の水質改善を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

事業場から公共用水域に排出される排水や水質事故における河川水等を分析し、事業者に分析
結果に基づく指導を行います。

立入件数見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業場立入調査事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 水質規制指導事業

所管区局・課 環境創造 水・土壌環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 11

事業概要

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

項目数 実績 4,033

単位 想定 4,300 3,800

4,190

分析総
数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

18,616 15,306 ▲ 3,310

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

4,039 4,904

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,963 15,946 ▲ 3,017



・委託不可

想定 8 4 4 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 347

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

4

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4

３年度 ４年度

実績 8 4 4

②

639 契約単価上昇による増

底質調
査地点

292

単位 4

広域連携事業

他自治体と連携し、東京湾の環境調査や市民啓発を行います。

細事業事業量

4

年度 元年度 ２年度

地点

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

土壌汚染対策法及び横浜市生活環境の保全等に関する条例（市条例）に基づき、届出・申請等の審査や立入検査等
を行い、事業者等に土壌汚染・地下水汚染対策の指導を行います。
また、市条例に基づく地下水採取の許可等の業務及び地盤沈下監視ガイドライン（環境省）に基づく精密水準測量
調査を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

土壌汚染・地下水汚染に係る申請等の審査・立入検査等を行い、適正に手続きを行うよう事業
者を指導します。アドバイザー派遣及び説明会により中小事業者が適正な土壌汚染対策を行え
るよう支援します。土壌管理データベースシステムの管理を行い、効率的な業務執行につなげ
ます。汚染井戸追跡調査を行い、地下水汚染に対して適切な指導を行います。

地下水の分析項目増による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

土壌汚染・地下水汚染対策業務

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 土壌対策規制指導事業

所管区局・課 環境創造 水・土壌環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 12

事業概要

660 660 680 680 680

件 実績 682

単位 想定 710 680

647

法令に
基づく
申請等
数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,549 2,696 147

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

655 792

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 15,288 15,820 532



点 91

・委託不可

91

想定 5 6 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 34

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

69 68

７年度５年度

労務単価上昇による増

６年度

5

地盤沈下対策業務

３年度 ４年度

単位 想定 69 68 91 91 91

13,090 385

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

91 91

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 5 5 5

②

34

汚染土
壌処理
業者数

0

単位 6

汚染土壌処理業に関する業務

土壌汚染対策法に基づく処理業の許可審査業務や事業所への立入検査等を行い、汚染土壌の適
正処理を指導します。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
市条例に基づく地下水採取の許可等の業務及び地盤沈下監視ガイドライン（環境省）に基づく
精密水準測量調査を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,705

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

者

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

水準測
量
点数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,810 6,157 ▲ 653

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,534 5,880 ▲ 654

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 水・土壌環境管理費

所管区局・課 環境創造 水・土壌環境 会計 8 3 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 7 評価書番号 13

事業概要

課内業務に必要な事務費を執行します。
・水質汚濁、地盤沈下、土壌・地下水汚染の規制指導、生活環境保全のための一般事務経費
・事業場等への立入調査、河川等環境調査、土壌ダイオキシン類調査、水質事故対応等のための旅費、消耗品費等の
一般的経費
・県委託業務（東京湾水質総量規制のための調査業務）に関する会計年度任用職員人件費等

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

課内業務に必要な事務費を執行します。
・水質汚濁、地盤沈下、土壌汚染の規制指導、生活環境保全のための一般事務経費
・工場、事業場に対する立入、環境調査、土壌ダイオキシン類調査、水質事故対等のための旅
費、消耗品費等の一般的経費

効率的な使用に努めたことによるタ
クシー借上料の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業場指導関連業務

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

0

単位

会計年度任用職員賃金等

課内業務に必要な事務費を執行します。
・県委託業務（東京湾水質総量規制のための調査業務）に関する会計年度任用職員人件費等

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

276

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 276

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 127 169 42

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

推進 推進

事
業
計
画

事
業
実
績

緑環境行動支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

115 109 ▲ 6

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

推進 推進 推進 推進 推進

- 実績 推進

単位 想定 推進 推進

推進

緑環境
行動支
援事業

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 協働緑化推進事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 4 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号 1

事業概要

 市民等の緑環境行動の支援を行い、市民の緑に対する理解と取組の促進を図ります。
 また、民有地緑化を推進するため、緑地協定を認可するとともに、緑化地域制度の運用が円滑に進むよう、地域地
区の変更に伴う業務、窓口審査業務及び違反対策業務を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市民等の緑環境行動の支援を行い、市民の緑に対する理解と取組の促進を図ります。

対面会議を実施しなかったため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



５年度 ６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

地区

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

緑化地
域制度
の審査
総数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
・緑化地域制度にかかる窓口審査及び違反対策業務を行います。
・令和６年度の緑化地域制度拡充(都市計画変更）に向けた、関係者への説明や関係機関との
協議に必要となる資料作成等を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

緑地協定
の認可

▲ 3

単位 推進

緑地協定事業

都市緑地法等に基づき、一定の区域における緑地の保全又は緑化に関する協定について認可事
務等を行う。

細事業事業量

推進

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3

506 506

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

推進

３年度 ４年度

実績
0地区

(累計274地区)
0地区

(累計274地区)
0地区

(累計274地区)

②

元年度 ２年度

368 319

７年度５年度

審査件数増により緑化認定ラベルの
追加印刷が必要になったため。

６年度

0地区
(累計274地区)

緑化地域制度推進事業

３年度 ４年度

単位 想定 870 490 426 426 426

57 51

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

想定 推進 推進 推進 推進

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6

・委託不可

378351件数



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,085 30,828 ▲ 257

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

20,362 27,272

事
業
計
画

事
業
実
績

自然観察の森事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

49,000 49,000 49,000 49,000 49,000

人 実績 27,710

単位 想定 49,000 49,000

29,432

自然観察
の森セン
ター入館
者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自然観察の森事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 4 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

横浜自然観察の森では、次の事業を行います。
・自然観察その他自然に親しむ学習活動の指導に関すること。
・自然観察の調査及び研究に関すること。
・自然保護活動の育成及び指導に関すること。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

来園者が安全に利用できるように園内の維持管理を行います。
横浜自然観察の森において指定管理者制度による運営を行います。

施設にかかる委託の発注が抑えられたことによる不用

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

31,085 30,828 ▲ 257

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,056 2,947 ▲ 2,109

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

185,849 164,521

事
業
計
画

事
業
実
績

よこはま協働の森基金事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

158,886 111,934 94,982 78,030 61,078

千円 実績 201,771

単位 想定 198,340 184,810

156,100

基金残高

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 よこはま協働の森基金事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 4 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

市民に身近な小規模樹林地を取得・保全するための基金を設置し、市民との協働により、緑の保全を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市民に身近な小規模樹林地を取得・保全するための基金を設置し、市民との協働により、緑の
保全を図ります。

寄附金の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

5,056 2,947 ▲ 2,109

・該当なし
・目標を概
ね達成

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 20,942 21,844 902

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

104 117

事
業
計
画

事
業
実
績

環境活動支援センター管理運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える ・なし

差引（増減）

105 105 105 105 105

回 実績 102

単位 想定 105 105

119

フォロー
アップ研

修

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境活動支援センター管理運営費

所管区局・課 環境創造 会計 8 4 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

農地を守り、緑を育む人材を育成をするため、環境活動支援センター内の施設を活用して人材育成事業を実施しま
す。また、人材育成事業の円滑な実施及び市民が安心して利用するため、環境活動支援センター各施設を適切に維持
管理します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

農地を守り、緑を育む人材を育成をするため、環境活動支援センター内の施設を活用して人材
育成事業を実施します。また、人材育成事業の円滑な実施及び市民が安心して利用するため、
環境活動支援センター各施設を適切に維持管理します。

事務所設備改修等の増加による委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

20,942 21,844 902

・該当なし
・目標を概
ね達成

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

環境活動支援センター



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 260,933 251,479 ▲ 9,454

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

2 2

事
業
計
画

事
業
実
績

ガーデンシティ事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

2 2 2 2 2

地区／年 実績 2

単位 想定 2 2

2

花と緑に
よるまち
の魅力創
出と賑わ
いづくり

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 ガーデンシティ事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 4 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 1 評価書番号 5

事業概要

ガーデンシティ横浜のリーディングプロジェクトである「ガーデンネックレス横浜」により、都心臨海部の公園緑地
や郊外部の里山ガーデンを中心に花と緑による魅力創出等の取組を進めるとともに、全市的な広報、プロモーション
を展開します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

ガーデンシティ横浜のリーディングプロジェクトである「ガーデンネックレス横浜」により、
都心臨海部の公園緑地や郊外部の里山ガーデンを中心に花と緑による魅力創出等の取組を進め
るとともに、全市的な広報、プロモーションを展開します。

プロモーション、運営方法の見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

260,933 251,479 ▲ 9,454

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

農業生産性の向上と農の持つ多面的機能が発揮される良好な都市農業を推進するため、農業の基盤整備の支援やふ
るさと村等の市民の皆様が自然に親しむ機会の創出を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

都市と調和した良好な環境をつくるため、農業専用地区の新規指定及び既存地区の活性化に向
けた事業の推進を図ります。令和４年度は、看板の維持管理等を行います。

安全管理上、維持管理等を必要とする箇所に対応したことによる委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 生産環境の整備と支援事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 会計 8 4 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

28 28 28 28 28

地区 実績 28

単位 想定 28 28

28

実施地
区

事
業
計
画

事
業
実
績

農業専用地区事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

165 198 33

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

28 28

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 87,778 88,712 934



2 2地区 実績

想定 9 6 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 56,966

・補助事業
化が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 元年度 ２年度

2 2

７年度５年度

緊急的な設備故障等による委託料の増

６年度

8

ふるさと村運営事業

３年度 ４年度

単位 想定 2 2 2 2 2

25,798 250

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を上
回った

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 6 7 8

②

56,704
事業実施地区における事業量の減少
に伴う生産基盤整備事業補助金の減

実施地
区

▲ 262

単位 6

生産基盤整備事業

農業生産性の向上を図るとともに、雨水の保水・浸透機能等のグリーンインフラとしての役割
や、農の多面的機能が発揮されている都市と調和した良好な環境を創り出すため、農業生産の
基盤である農地、かんがい施設、暗きょ排水施設等の整備を支援します。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
ふるさと村の総合案内所として開設した「寺家・四季の家」「舞岡・虹の家」の管理運営に対
して支援を行い、都市住民と農業者の交流を通じて、市民にいこいの場を提供し、農業の振興
を図ります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 25,548

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・補助事業
化が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

地区

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

実施地
区

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 地域の特性に応じた農業振興策の推進事業

営農状況や周辺環境等の変化に対応した農業振興を図るため、実態調査及び農業振興策の策定
を行います。

1 1 1 1想定

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 4,134 3,094 ▲ 1,040

事業実施地区における事業量の減少
に伴う生産基盤整備事業補助金の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

実施地
区

単位

増減説明

1 1

決算

年度 ３年度 ４年度

0 2実績

1

④

事
業
計
画

細事業名称 農道等移管事業

細事業概要

昭和22年から施行された農道改良事業で新設・改良した農道を道路局へ移管するため、用地測
量並びに道路台帳の作成等を行うほか、農政推進課が管理する未移管農道内の未寄附用地の所
有権移転作業(用地測量等)や危険箇所の整備及び移管条件整備を行います。また、移管済み農
道内の未寄附用地の所有権移転作業（用地測量等）も実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

965 2,918 1,953 会計年度任用職員人件費の増

・委託不可 ・該当なし

地区

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

1 1

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1

1 1 1

0

決算

７年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

実施地
区

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 1 0

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

1

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

地区

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・全部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・規則・方
針

1



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 180,244 181,512 1,268

歳出予算科目 一般

33 33

差引（増減）

事
業
実
績

農地利
用最適
化推進
委員

単位 想定 29 30

33 33 33 33 33

人 実績 33

単位 想定 33 33

33

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 農業委員会関連運営

所管区局・課 環境創造 農政推進 会計 8 4 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 3 評価書番号 2

事業概要

農業委員会等に関する法律等に基づき、市内の２農業委員会において農業者を代表する行政委員会として、農地の適
切な利用や地域農業の振興のため、農地法に基づく申請等の審議や農地の利用促進に向けた事業を行います。

細事業の分析

・農業委員：農地法に基づく諸申請や届出の審査、行政庁への要望・意見の提出等を行いま
す。また、農地造成指導等を行います。
・農地利用最適化推進委員：改正農委法において、農地等の利用の最適化の推進に関する事務
が任意業務から必須業務になり、担い手が耕作する分散した農地の一団化や耕作放棄地の発生
防止・解消、農業への新規参入の促進等を行います。
・農地調整事務：農地の利用をめぐる諸権利問題への対応や農地法その他の法令に基づき、農
地紛争の和解の仲介、国有農地の維持管理及び農地情報管理システム管理事務、システムと連
動したタブレットを活用した農地集積・集約化等業務の効率化事務等を行います。
・農業者年金事務：農業者年金基金と締結している業務委託契約に基づき、年金への加入・脱
退及び経営移譲年金等の支給のための資格確認や巡回相談等を行います。

職員人件費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

①

29 29 30 30 30

人 実績 28 29 28 28

180,244 181,512 1,268

細事業費
（千円）

細事業事業量

農業委
員

事
業
計
画

農業委員会関連運営

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

・委託不可 ・該当なし・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

①



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 51,186 48,129 ▲ 3,057

歳出予算科目 一般

差引（増減）

143.3 153.8

利用権
設定面
積（累
計）

143.3 143.3 159.7 159.7 159.7

ha 実績 136.4

単位 想定 124.6 136.4

159.7

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 農政推進事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 会計 8 4 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 3 評価書番号 3

事業概要

・農業の推進に関わる各種計画の進捗管理や、新規就農者等の就農支援と円滑な農業経営の安定化に向けた費用の一
部助成及び参入予定地の確保や農福連携による参入促進の検討等を進めます。
・耕作できなくなった農地と規模拡大したい農家を結ぶ農地マッチング事業や農地中間管理事業等を活用して遊休農
地の発生を抑制し、意欲ある担い手への農地の集約化を行います。また、農地法に基づく農地転用許可等について、
必要な手続きを行います。
・生産緑地の指定拡大に加え、特定生産緑地の指定を推進するとともに、市街化区域・市街化調整区域内の優良な農
地の保全や土地利用調整等を進めます。

細事業の分析

農業の推進に関わる各種計画（横浜都市農業推進プランなど）の策定・進捗管理を行います。
また、「農業経営基盤強化促進法」に基づく農地の貸し借りや新規参入者等の就農支援を進め
ます。

新規就農者支援事業補助金の補助金額の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

事
業
計
画

農政推進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算 37,132 27,753 ▲ 9,379

人 実績 ― 23 36 37

農業次
世代人
材投資
事業交
付対象
者数

新規就
農者育
成総合
対策費
交付対
象者数

単位 想定 10 9 12 10 5 5 5

人 実績 6 5 5 5

事
業
実
績

新規就
農者支
援事業
対象者

数

単位 想定 ― 30 35 35 25 25 25

①



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える

５年度 ６年度 ７年度

ha

・求めるべ
きではない

・法律・政
令

農地
マッチ
ング面

積

72

単位 2.0

農地関連事業

農地マッチング制度、農地中間管理事業等を活用して農地法に基づく遊休農地の解消と発生防
止を行います。また、平成28年度より県から権限移譲を受けた農地転用許可等に必要な手続き
を行います。

・該当なし

4.4

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可

・増える

細事業事業量

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし

・維持

963

・委託不可 ・該当なし

2.0

３年度 ４年度

・求めるべ
きではない

実績 2.9 2.7

事業PRのための印刷製本費の増

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

年度 元年度 ２年度

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 891

・維持

・該当なし
・目標を概
ね達成

農地中
間管理
事業利
用面積

単位 想定 0.6 2.1 1.9 2.9 3.8 3.8 3.8

ha 実績 2.5 3.0 5.7 7.2

事
業
実
績

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

2.2

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし

・求めるべ
きではない

①

②

客観的指標に
基づく分析

分析
結果

想定 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0



細事業費
（千円）

細事業事業量

生産緑
地指定
面積

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

12,694 5,073

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・該当なし・委託不可

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

市街化調整区域では「農用地区域」、市街化区域では「生産緑地地区」として指定・管理を行
います。また、生産緑地法改正により創設された「特定生産緑地」については、地権者等の同
意を得たうえで期限までに指定を進めていきます。さらに、「防災協力農地」の登録・更新を
行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,621

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

284.9 280.5 276.8 272.4 269.8

実績 995.9 995.8 992.6 992.5

実績

272.4

元年度 ２年度

280.5 276.8

７年度５年度

ha 実績

年度

269.8 269.8

269.8

件

想定

農業振興地域整備計画見直しに係る
基礎調査費（委託料）等の増

６年度

農地の保全制度事業

３年度 ４年度

単位 想定

490 490 458 458 433 433 433

490 458 449 433

農用地
区域面

積

単位 想定 996.0 995.8 995.8 992.6 992.5 992.5 992.5

ha

事
業
実
績

防災協
力農地
登録件

数

単位



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 ― ―

想定 ― ― ― ―

―

決算

７年度

単位 ―

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

ー

― ―

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

―

④

事
業
計
画

細事業名称 農政事務管理（農政推進課・農政事務所）

細事業概要
農政推進課と農政事務所における事務や農政広報活動、農政に関する懇談会の運営を行いま
す。また、戸塚区総合庁舎内南部農政事務所及び屋上農園の管理・運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

5,542 6,719 1,177 料金上昇による光熱水費の増

・委託不可 ・該当なし

―

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

①

1 2 2 2 2

回 実績 2 1 2 4

2,965 5,906 2,941

細事業費
（千円）

細事業事業量

海岸清
掃

事
業
計
画

漁港区域管理事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

漁港管理者として、柴・金沢漁港区域を適正に管理し、豊かな海づくりを推進するため海辺環境の向上に努めます。
また、海岸保全基本計画や横浜市地震防災戦略に基づき、漁港区域における津波・高潮対策として、海岸保全施設整
備の具体化に向けた検討調査の実施とともに、区域内の老朽護岸対策を進めます。

細事業の分析

・柴・金沢漁港海上清掃業務(柴：平成2年度、金沢：昭和46年度開始)
　柴・金沢両漁港区域内(平潟湾、野島水路、野島運河)の海上に浮遊するゴミを清掃すること
により、漁港施設及び漁船等への被害防止とともに、海辺環境の美化向上に努めます。
・野島海岸漂着物清掃処理等業務(昭和46年度開始)
　野島海岸に大量に漂着する漂流物の除去、清掃を実施します。また、市民ボランティア団体
が定期的に行う野島海岸の清掃活動により集められたゴミの処理を実施します。
・漁港区域管理（水域・陸域）業務
　漁港区域内水域において生じた放置艇等の処理（移動・処分等）や漁港区域内管理地におけ
る流木等の漂着物の処理など、漁港区域の管理に必要な措置を講じます。
・水域占用施設調査・漁港台帳補正等業務
　水域占用施設の調査を行い、漁港台帳の補正を実施します。

対応を要する業務量が増加したこと
に伴う委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 漁港関連事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 会計 8 4 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 6 評価書番号 4

事業概要

10 13 13 13 13

回 実績 9

単位 想定 9 10

15

差引（増減）

事
業
実
績

漁港区
域管理

等

単位 想定 2 1

14 15

歳出予算科目 一般

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,427 12,653 8,226



①

想定 1 1

分析
結果

・維持

4 4 4

・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,462

年度 元年度 ２年度

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持
・法律・政
令

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし

4

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

4

３年度 ４年度

実績 1 1 2

②

6,747

・委託の拡
大不可

・該当なし

・求めるべ
きではない

海岸保全施設整備関係業務を実施し
たことによる委託料の増

・該当なし
・目標を概
ね達成

海岸保
全基本
計画関
連事業

5,285

単位 4

海岸保全基本計画関連事業（漁港区域内）

海岸保全施設整備等の具体化に向けた検討調査の実施とともに、区域内の老朽護岸対策を進め
ます。

実施内容

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

分析
結果

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 23,285 24,688 1,403

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 10

上瀬谷地区の生産振興

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

5,325 5,903 578

・該当なし
・目標を上
回った

8 5 5 4 4

件 実績 0

単位 想定 2 2

9

上瀬谷
地区の
生産振
興

(※２年
度まで
は旧要
綱での
実績)

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 旧上瀬谷通信施設農業関連事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 会計 8 4 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 1 評価書番号 5

事業概要

上瀬谷通信施設の返還を契機とした跡地利用に伴い、上瀬谷・上川井地区における農業振興の取組を進めます。令
和４年度は、特産品であるウドをはじめとした、当地区での農産物の生産振興を支援します。また、全体の土地利
用検討に合わせ、令和３年度に引き続き、農業の高収益化や新技術の活用などについて、企業や大学等とも連携
し、農業の効率化などによる新たな都市農業のモデルを目指した取組を進めます。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

新たな施設でのウド栽培の振興とともに、特産品など他の農産物の生産振興支援を継続的に実
施します。

補助申請金額の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

実施内容

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

農業環
境維持

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
ウド室撤去後の周辺排水路の暫定整備や既設井戸の点検・修繕など今後の区画整理事業実施ま
での農業環境の維持のための整備等を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

既存ウ
ド軟化
栽培施
設撤去
事業

3,381

単位 ―

既存ウド軟化栽培施設撤去

国有地に設置した既存のウド軟化栽培施設の原状回復に向けた撤去・復旧工事等を行います。

細事業事業量

ウド室撤去・
復旧工事

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

4,745
国有地の維持管理に必要な緊急性の
高い工事を実施したことによる工事
請負費の増

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

―

３年度 ４年度

実績 井戸撤去工事 維持管理 維持管理

②

元年度 ２年度

1 0

７年度５年度 ６年度

維持管理

農業環境維持

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 0 1 1

0 0

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 井戸撤去工事
ウド室撤去・
復旧工事

ウド室撤去・
復旧工事

ウド室撤去・復旧
工事

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,364

・委託不可

00地区



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

農業振興基本
計画(案)検討

分析
結果

―

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績
農業振興基本
計画(案)検討

農業振興策の
検討

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

―

指標

―

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

農業振興基本
計画(案)検討

農業振興基本
計画(案)検討

農業振興基本計画
(案)作成

農業振興策検討業
務委託の実施

決算

７年度

単位
農業振興策の

検討

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

農業振
興策の
検討

農業振興策の
検討

農業振興策の
検討

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

農業振興基本
計画(案)検討④

事
業
計
画

細事業名称 農業振興策の検討

細事業概要
上瀬谷土地利用基本計画案の策定に合わせ、農業振興地区の基盤整備計画、農業振興策、農地
の利用方法、スマート農業技術の導入等について地元農家と調整し、検討や検証を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

15,274 13,227 ▲ 2,047 入札残による委託料の減

・委託の拡
大が可能

・該当なし

実施内容

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 872 813 ▲ 59 節減による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

―

単位

増減説明

― ―

決算

年度 ３年度 ４年度

― ―実績

―

⑤

事
業
計
画

細事業名称 事務費

旧上瀬谷通信施設農業関連事業に係る事務経費を執行します。

― ― ― ―想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,344 151,111 139,767

妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

・委託不可

歳出予算科目 一般

28

19

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

推奨品
目作付
奨励

事
業
計
画

事
業
実
績

付加価値を高める取組の推進

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

実績 33

差引（増減）

単位 想定 28 28 28 28 0 0

件

(1)実施主体 (2)実施手法

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市内産農畜産物の生産振興事業

所管局・課 環境創造 農業振興 会計 8 4 3

政策・施策 政策番号 32 施策番号 1 評価書番号 1

 市内産農畜産物の安定的かつ効率的な生産ができるよう、生産、販売、流通等に必要な設備等の支援や、営農上の
知識・情報等の提供により、市内産農畜産物の生産を振興します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠

分析
結果

・該当なし

事業者向けの出荷を前提とした推奨品目の作付及び高付加価値化促進のための事業協力に対
し、奨励金を交付します。

作付け件数の減少

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

270 ▲ 90

・該当なし
・目標を下
回った

事業概要

23 24

360

・減る
・規則・方
針



指標 市民ニーズ

3,653

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・規則・方
針

・該当なし

事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

客観的指標に
基づく分析

細事業費
（千円）

細事業事業量

スマー
ト農業
技術設
備等支
援

1,517

単位 4

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可

７年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

下水道資
源及びス
マート農
業技術を
活用した
試験栽
培・ＰＲ

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

推進 推進

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

単位 想定 － －
スマート農
業機器導入

推進 推進

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

②

農業者のスマート農業技術の設備等の導入支援を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,136

年度 元年度

・該当なし
・負担は適
切である

補助申請件数の増

２年度

４年度

５年度

4

３年度 ４年度

4 4

６年度

下水道資源を活用したスマート農業実証事業

－ －

７年度５年度 ６年度

24,605 24,605

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

実績 3 6 2 6

スマート農業技術の活用

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
最先端のスマート農業機器を導入した環境制御型モデルハウス内で、遠隔管理による栽培方法
の実証実験及びPRを行います。また、モデルハウスでは下水道資源を活用するため、未利用熱
エネルギー等の観点からも都市的環境と農業の共存の可能性を探ります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 R３年度委託の明許繰越のため

想定 4 4 4

年度 元年度 ２年度 ３年度



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

負担の
公平性(1)実施主体 (2)実施手法

事業実績
効率性・経済性 負担の

公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 916 1,101

・増える
・規則・方
針

・求めるべ
きではない

・該当なし

995

決算

７年度

４年度

74 109実績 44

差引（増減）

・該当なし
・目標を下
回った

・目標を上
回った

・委託不可

客観的指標に
基づく分析

分析
結果

件

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

244

・増える
・規則・方
針

指標

・求めるべ
きではない

市民ニーズ

単位 22

客観的指標に
基づく分析

補助件
数

土壌分
析件数

件 実績 9 9 18 28

単位 想定

想定 6 5 7 24

細事業事業量 ５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

・該当なし

26 26

・規則・方
針

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

④

事
業
計
画

細事業名称 環境への負荷を軽減した農業の推進

細事業概要
・肥料成分バランスが良い土づくりを目指すため、定期的な土壌診断を実施します。
・農地及び住宅地における農薬被害の防止に必要な施設等の整備の実施及び鳥獣被害の防止に
必要な施設等の整備の実施に対し、補助金を交付します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,764 26,762 24,998 土壌分析機の更新、補助申請件数の増

・委託不可
・求めるべ
きではない

・増える

1,177

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円） 7,084 95,821 88,737 CSFワクチン接種個体の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

環境・
防疫指
導等

単位

増減説明

200 200

決算

200 200 200 200

⑤

事
業
計
画

細事業名称 畜産の振興

・畜産経営の安定対策、優良後継牛の確保、家畜防疫対策等を行う農家に対し補助を実施しま
す。
・環境対策及び家畜防疫対策のため、生産者への指導等を実施します。

200想定

年度 ３年度



様式３

局 課 款 項 目

事
業
実
績

①

ア　認
定農業
者
b 再認
定数

単位 想定 52 46 75 52 14 53 43

人 実績 50 37 66 47

ア　認
定農業
者
a 新規
認定数

単位 想定 5 5 5 5 5 5 5

人 実績 8 10 17 10

10,665 5,596

積極的に経営改善に取り組む農業者への営農支援を実施し、認定農業者やよこはま・ゆめ・ファーマー、環境保全
型農業推進者といった横浜の農業を支える多様な担い手の育成・支援及び農業経営に要する運転資金の預託や融資
に伴う利子補給や利子助成を行い、自立経営農家の育成と経営の安定化を図ります。
加えて、国・県が実施する野菜価格安定事業に参加する生産者に対し資金造成負担金の一部を支援します。

細事業の分析

①横浜型担い手の認定・支援
　ア．認定農業者　イ．よこはま・ゆめ・ファーマー　ウ．環境保全型農業推進者　エ．トッ
プ経営体（県MBA研修修了者）
②農業技術・経営力の向上
　ア．担い手育成支援（研修奨励）　イ．栽培調査展示　　ウ．園芸技術指導

補助金申請件数が当初見込みを上
回ったことによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

5,069

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 農業の担い手支援事業

所管局・課 環境創造 農業振興 会計 8 4 3

政策・施策 政策番号 32 施策番号 2 評価書番号 2

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

事業概要

事
業
計
画

農業の担い手の育成・支援

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）

歳出予算科目 一般

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 26,165 27,072 907



事
業
実
績

①

エ
トップ
経営体
支援

単位 想定 3 1 1 1 1 1 1

件 実績 0 1 0 0

ウ 環境
保全型
農業推
進者
総認定
数

単位 想定 210 215 220 225 230 235 240

人 実績 233 219 207 184

イ よこ
はま・
ゆめ・
ファー
マー
b 支援

単位 想定 2 2 2 2 2 2 2

件 実績 2 1 3 3

イ よこ
はま・
ゆめ・
ファー
マー
a 総認
定数

単位 想定 128 133 138 143 148 153 158

人 実績 128 133 136 139

ア　認
定農業
者
e 経営
診断

単位 想定 4 4 4 4 4 4 4

件 実績 4 4 4 4

ア　認
定農業
者
d 経営
改善支
援

単位 想定 7 10 10 20 17 20 20

件 実績 10 9 11 22

ア　認
定農業
者
c 総認
定数

単位 想定 280 280 275 275 275 275 275

人 実績 276 273 270 265



事
業
実
績

①

・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・負担は適
切である

・測ること
はなじまな
い

客観的指標に
基づく分析

指標

農業技
術・経
営力の
向上
ア 担い
手育成
研修支
援

単位 想定 3 3 3 3 3 3 3

件 実績 1 2 0 0

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・規則・方
針

・該当なし

農業技
術・経
営力の
向上
ウ 園芸
技術指
導

単位 想定 800 800 800 800 800 800 800

回 実績 710 801 790 596

農業技
術・経
営力の
向上
イ 栽培
調査展
示

単位 想定 13 13 13 13 13 13 13

件 実績 13 13 13 13

・該当なし
・目標を上
回った

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持
・法律・政
令

・委託不可 ・該当なし

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性



野
菜
生
産
価
格

安
定
対
策

(
国
庫
事
業
)

単位 想定 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可

基
盤
強
化
資
金

利
子
助
成

単位 想定 4 4 4 4 4 4 4

件 実績 5 5 4 3

５年度 ６年度 ７年度

農
業
経
営
資
金

融
資
預
託 件 実績 6 5 5 4

農
業
振
興
資
金

利
子
補
給

単位 想定 10 10 4 4 4 4 4

件 実績 7 5 4 2

・負担は適
切である

分析
結果

・維持

想定 19 19 5 7 7

年度 ３年度 ４年度

2,381

16,407

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・負担は適
切である

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

・負担は適
切である

差引（増減） 増減説明

決算 21,096

7

３年度 ４年度

実績 223 2,870 1,168

②

預託金申請件数が当初見込みを下回ったことによる減

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可

▲ 4,689

単位 7

農業経営の安定対策

①農業金融制度等の充実
　ア．農業経営資金融資預託　イ．農業振興資金利子補給　ウ．基盤強化資金利子助成
②野菜生産価格安定対策

・該当なし

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

客観的指標に
基づく分析

(2)実施手法

ｔ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,141,653 3,207,965 66,312

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

17,256,942 17,295,729

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,038,555 3,090,341 51,786

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

17,295,729 17,388,269 17,464,098 17,533,150 17,602,202

㎡ 実績 17,211,421

単位 想定 17,211,421 17,256,942

17,388,269

公園面
積

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公園維持管理事業

所管区局・課 環境創造 公園緑地管理 会計 8 5 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 4 評価書番号 1

事業概要

市内に約2,700か所ある公園のプール・遊具等施設の定期的な点検及び日常的な清掃、警備、草刈、樹木の剪定等維
持管理を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内約2,700公園の樹木剪定、草刈り、遊具点検及び修繕、清掃、警備等の日常管理に関わる
業務

光熱水費の高騰に伴う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

街区・一般公園管理業務

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

㎡

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

公園数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
金沢八景権現山公園を新規の指定管理公園として開園。
現指定管理者の指定管理期間終了に伴い、令和５年度に向けて、23公園の公募選定を行いま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 876

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

公園面
積

11,479

単位 17,533,150

電気設備等管理業務

照明等運営に要する設備の保守点検

細事業事業量

17,464,098

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

88,523 材料費の高騰に伴う増

92 92

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

17,602,202

３年度 ４年度

実績 17,211,421 17,256,942 17,295,729

②

元年度 ２年度

90 91

７年度５年度

委員会報酬の辞退者増に伴う減

６年度

17,388,269

指定管理者移行業務

３年度 ４年度

単位 想定 90 91 91 92 92

810 ▲ 66

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 17,211,421 17,256,942 17,295,729 17,388,269

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 77,044

・委託不可

9291件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

・増える
・法律・政
令

2,691

分析
結果

・財源確保
が可能

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 2,699 2,705

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

6

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

2,699 2,705 2,715

2,715

決算

７年度

単位 2,728

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・維持

公園数

2,738 2,747

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

2,691

④

事
業
計
画

細事業名称 財産管理業務

細事業概要 公園財産の管理

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

18,083 20,535 2,452 委託件数の増に伴う増

・委託不可 ・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 7,095 7,756 661 委託内容の差異による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業数

単位

増減説明

5 5

決算

年度 ３年度 ４年度

3 3実績

3

⑤

事
業
計
画

細事業名称 公園の公民連携推進業務

Park-PFIなどの公民連携事業の推進

1 3 5 5想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,430,637 3,316,815 ▲ 113,822

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

91 91

事
業
計
画

事
業
実
績

公園・施設別管理運営事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,430,637 3,316,815 ▲ 113,822

・該当なし
・目標を概
ね達成

91 92 92 92 92

件 実績 90

単位 想定 90 91

92

指定管
理者制
度導入
公園数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公園・施設別管理運営事業

所管区局・課 環境創造 公園緑地管理 会計 8 5 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 4 評価書番号 2

事業概要

「公の施設」の管理運営にあたり、利用者サービス向上とより効率的・効果的な公園の管理運営を実施することを
目的に、平成15年6月の地方自治法改正により創設された指定管理者制度を導入し、横浜市の公園及び公園施設を指
定管理者による管理運営を実施するため平成16年7月より事業が開始された。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

「公の施設」の管理運営にあたり、利用者サービス向上とより効率的・効果的な公園の管理運
営を実施することを目的に、平成15年6月の地方自治法改正により創設された指定管理者制度
を導入し、横浜市の公園及び公園施設を指定管理者による管理運営を実施するため平成16年7
月より事業が開始された。

オリンピック閉幕に伴い関連経費減等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 41,400 69,439 28,039

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

60,617 61,637

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

41,400 69,439 28,039

・該当なし
・目標を概
ね達成

62,000 63,000 64,000 65,000 66,000

件 実績 59,770

単位 想定 60,000 61,000

62,462

当シス
テムの
利用者
総登録

数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民利用施設予約システム運営事業

所管区局・課 環境創造 公園緑地管理 会計 8 5 1

政策・施策 政策番号 8 施策番号 1 評価書番号 3

事業概要

市民が施設の利用予約をするためには、直接施設に足を運んで予約や抽選の申込みをする必要があり、施設の利用機
会が均等でなかったこと、また、施設の情報が統一的に提供できていなかったことなど、利用者への配慮が充分では
なかったため、平成８年11月から予約システムの運用を開始した。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市民が施設の利用予約をするためには、直接施設に足を運んで予約や抽選の申込みをする必要
があり、施設の利用機会が均等でなかったこと、また、施設の情報が統一的に提供できていな
かったことなど、利用者への配慮が充分ではなかったため、平成８年11月から予約システムの
運用を開始した。

システム開発実施による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

市民利用施設予約システム運営事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

身近な公園の地域主体による管理・運営を促進し、公園から広がる地域まちづくりの実現を図るため、公園愛護会
に対する様々な支援を行います。また、公園施設管理運営委員会活動や、公園での子供たちの自由な遊びを育むプ
レイパーク開催のための活動を支援します。さらに、関係区局と連携し進めていく、健康づくり公園事業の一環と
して、公園での健康づくりプログラムを小冊子や外部講師を活用し普及して、各地域での健康づくりリーダー育成
に取り組みます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

公園愛護会の愛護会費・運営費の交付、物品支援、各区のつどい、愛護会通信の発行、公園愛
護会表彰、公園愛護会ＰＲ、健康づくり公園事業　など

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公園愛護会活動支援

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公園愛護会活動等支援事業

所管区局・課 環境創造 公園緑地維持課 会計 8 5 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 4 評価書番号 4

事業概要

2,533 2,550 2,550 2,550 2,550

団体数 実績 2,499

単位 想定 2,499 2,516

2,523

愛護会
団体数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

85,251 87,915 2,664

・該当なし
・目標を概
ね達成

2,514 2,512

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 108,196 110,752 2,556



団体数 161

・委託不可

162

想定 - - - -

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 9,734

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

158 159

７年度５年度 ６年度

3,075

管理運営委員会運営費

３年度 ４年度

単位 想定 158 159 159 162 162

12,588 ▲ 456

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

162 162

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 2,752 2,662 2,860

②

9,940

公園愛
護会活
動への
支援

206

単位 -

技術支援

公園愛護会活動への技術支援

細事業事業量

-

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 管理運営委員会の運営費

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 13,044

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

支援数

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

委員会
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 プレイパーク支援

細事業概要 プレイパークの団体承認、リスクマネジメント実施、道具支援など

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

167 309 142

・委託不可 ・該当なし

数

年度 元年度 ２年度

分析
結果

25 25

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

25

25 25 25

24

決算

７年度

単位 25

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・増える

団体数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 25 25

指標

25



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,336,090 2,367,188 31,098

よこはま動物園ズーラシア、野毛山動物園、金沢動物園、野毛山公園（動物園を除く。）及び金沢自然公園（動物園
を除く。）を指定管理者（（公財）横浜市緑の協会）が一体的に管理運営することにより、来園者サービスの向上を
図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市立動物園指定管理料、関連事務

歳入の増（公園使用料許可件数・動
物園職員駐車場利用件数）

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

2,336,090 2,367,188 31,098

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜市立動物園管理運営事業

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 1

事業概要

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

228 228 228 228 228

万人 実績 178

単位 想定 228 228

183

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

３園入
園者数

事
業
計
画

事
業
実
績

横浜市立動物園管理運営事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・負担は適
切である

差引（増減）

141 186

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果



様式３

局 課 款 項 目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目 一般

47 42

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

動物の
輸送

事
業
計
画

事
業
実
績

動物収集事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

差引（増減）

2,672 10,462 7,790

・該当なし
・目標を概
ね達成

30 30 30 30 30

件 実績 55

単位 想定 30 30

47

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 動物収集事業

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 2

事業概要

細事業の分析

①

・負担は適
切である

・野生動物の収集に必要な調整と輸送の実施
・上記実施に必要な、国内外との調整のための各種会議、調査への出席
・海外との調整等に必要な翻訳委託などの実施

海外との交流の実施

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

細事業名称

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,672 10,462 7,790

　横浜市立の3動物園の動物展示の維持及び種の保存に必要な血統更新のために、種の保全推進員会で承認された保
全収集計画に基づき、国内外の政府、自治体、動物園等と連携しての新規個体の収集と導入収集及び搬出などを促進
し、動物園の魅力アップと種の保全事業を推進します。



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 50,500 53,326 2,826

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3 1

事
業
実
績

繁殖センター管理運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

46,516 49,951 3,435

・該当なし
・目標を概
ね達成

細事業名称

5 5 5 5 5

種 実績 3

単位 想定 5 5

5

繁
殖
動
物
種

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 繁殖センター管理運営費

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 3

事業概要

繁殖センターにおいて、国際的に絶滅の危機に瀕する動物や、日本産および市内産の希少動物の保全・繁殖に取り組
みます。また、繁殖センターでは３動物園での展示による普及効果と平行しながら、一般展示とは隔離した場所で動
物福祉に配慮し、できるだけストレスを与えない落ち着いた環境の確保を図り、繁殖、遺伝子等の調査研究を専門的
に行っています。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　施設開所から20年が経過し、飼育動物の高齢化および施設内の備品および施設の劣化が著し
いことから、引き続き動物の血統更新並びに施設改修、設備更新を計画的に行い、安定的な事
業継続を図ります。
　加えて、国内外の希少動物の種保全事業に引き続き協力します。

主に光熱水費高騰に伴う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

希少動
物種の
保存共
同研究

▲ 609

単位 15

希少動物種の保存研究事業費

　当事業は、本市動物園の「種の保存事業」を支える調査研究として、当センター及び市立動
物園の飼育動物の性ホルモン解析による発情期や妊娠の確定、DNA分析による雌雄判別等を実施
し、研究成果の提供を通して飼育下繁殖に貢献します。
　令和４年度も引き続き横浜市立動物園や日本動物園水族館協会および大学等と連携し、希少
動物の人工繁殖および遺伝資源保存研究も推進します。また日本産希少動物保全事業として、
ニホンライチョウやツシマヤマネコ、オガサワラカワラヒワ等の繁殖研究を日本動物園水族館
協会等と連携して推進します。加えて、当センターで繁殖した希少動物の野生復帰にも積極的
に取り組みます。

細事業事業量

15

年度 元年度 ２年度

3,375 他部署からの備品流用に伴う執行残

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

15

３年度 ４年度

実績 17 21 16
②

15

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

想定 15 15 15 15

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,984



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 882 118 ▲ 764

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

事
業
実
績

ニューカレドニア希少動物研究交流事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

832 68 ▲ 764

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 希少動物海外交流事業

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 4

事業概要

　繁殖センターは、開所以来、海外の希少動物について現地政府との間で、生息域内保全活動の一環として、共同
研究や動物交換などを通した海外交流を行っています。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　平成9年に学術交流を目的とした円卓会議及び動物交換に関する交流合意書を締結し、これ
までに円卓会議を12回開催してカグー等の飼育繁殖研究に励むとともに、カグーやフラミンゴ
等の動物交換を行ってきました。
令和４年度は、学術交流に関する事務調整を予定しています。

４年度は動物交換が無かったため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

0

単位

カンムリシロムク野生復帰事業

　平成15年度から実施し、平成16年度からJICA草の根事業の支援を受けながらカンムリシロム
クの野生復帰に取り組み、これまでに160羽のカンムリシロムクをインドネシアに送致すると
ともに、生息地では野生下繁殖にも成功しています。26年度でJICA支援は終了しましたが、こ
れまでの活動により策定された保全計画（平成25年から平成29年の5年間）を支援し、野生生
息数回復に協力するために、27年度に動物輸送等に関する覚書を本市とインドネシア関係機関
間で締結し、29年度で期間満了となりました。しかし現地におけるカンムリシロムクの個体数
は未だ充分ではないため、令和４年度も引き続き、同鳥の保全プロジェクトについて、インド
ネシア環境林業省等や関係機関と調整を行い、事業の進展を図ります。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

50

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績
②

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 50



様式３

局 課 款 項 目

細事業費
（千円）

細事業事業量

野生鳥獣による生活被害等から安全な市民生活を確保するため、市民や団体の協力を得ながらカラスやハクビシン
への対策を実施します。また、外来生物であるアライグマ、タイワンリスについても対策を進めるとともに、捕獲
罠の貸出を継続します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

生活被害等を受けている市民に対し、県防除計画に基づくアライグマの捕獲および鳥獣保護管
理法に基づく有害鳥獣の捕獲を行い、被害の低減を図る。

購入物品見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

細事業概要

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 野生鳥獣対策事業

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 5

事業概要

1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

件 実績 1,245

単位 想定 1,200 1,300

1,485

市民捕
獲依頼
数

事
業
実
績

野生鳥獣対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

15,294 15,693 399

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

1,464 1,526

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 15,294 15,693 399



様式３

局 課 款 項 目

細事業費
（千円）

細事業事業量

　横浜市へのふるさと納税を基金へ積立し、海外から中大型動物の導入を行う財源とする。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　横浜市へのふるさと納税を基金へ積立し、海外から中大型動物の導入を行う財源とする。

寄付額の増による、返礼品（動物園
年間パスポート）購入費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

細事業概要

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 動物園基金事業

所管局・課 環境創造 動物園 会計 8 5 2

政策・施策 政策番号 31 施策番号 5 評価書番号 6

事業概要

1,500 3,500 3,500 3,500 3,500

千円 実績 2,115

単位 想定 5,000 1,500

13,916

ふるさ
と納税
額（動
物園の
充実）

事
業
実
績

動物園基金事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,070 10,072 2

・該当なし
・目標を上
回った

細事業名称

8,288 8,082

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,070 10,072 2



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

・財源確保
が可能

　居住地から歩いていける身近な公園の整備や、緑の七大拠点等、市内にまとまって残された水・緑環境の保全及
び活用を推進します。
　また、公園の持つ機能が十分発揮できるよう地域のニーズを反映しながら、再整備改良事業を計画的に実施する
ことにより「緑」の総量の維持・向上に取り組み、都市における快適で安全な緑の空間を創造し、市民生活に供し
ていきます。
　さらに、基地跡地における大規模な土地利用転換の機会を活用した新たな公園整備を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　居住地から歩いていける身近な公園の整備や、緑の七大拠点等、市内にまとまって残された
水・緑環境の保全及び活用を推進します。
　また、公園の持つ機能が十分発揮できるよう地域のニーズを反映しながら、再整備改良事業
を計画的に実施することにより「緑」の総量の維持・向上に取り組み、都市における快適で安
全な緑の空間を創造し、市民生活に供していきます。
　さらに、基地跡地における大規模な土地利用転換の機会を活用した新たな公園整備を進めま
す。

繰越の増による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公園整備事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 6 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 4 評価書番号 1

事業概要

60 55 55 55 55

か所 実績 51

単位 想定 60 60

57

新設・
再整備
の公園
数

公園整備事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

16,095,040 11,851,992 ▲ 4,243,048

・該当なし
・目標を概
ね達成

55 56

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 16,095,040 11,851,992 ▲ 4,243,048



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

良好な樹林地を市民の憩いの場、自然とのふれあいの場として保全・活用するため、また、市民の安全を確保するた
めに施設整備や急斜面地の防災工事を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

良好な樹林地を市民の憩いの場、自然とのふれあいの場として保全・活用するため、また、市
民の安全を確保するために施設整備や急斜面地の防災工事を行います。

市民の森施設改良費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緑地整備事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 8 6 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

推進 推進 推進 推進 推進

実績 推進

単位 想定 推進 推進

推進

樹林地の
法面保全
及び老朽
化の著し
い木製施
設の更新

事
業
計
画

事
業
実
績

公園整備事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

26,384 11,369 ▲ 15,015

・該当なし
・目標を概
ね達成

推進 推進

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 26,384 11,369 ▲ 15,015



様式３

局 課 款 項 目

143,368

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

横浜みどりアップ計画［2019-2023］のうち、一般会計で負担することとされている事業経費等をみどり保全創造事
業費会計へ繰出します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

横浜みどりアップ計画［2019-2023］のうち、一般会計で負担することとされている事業経費
等をみどり保全創造事業費会計へ繰出します。

公債費の増に伴う繰出金の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みどり保全創造事業費会計繰出金

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 17 1 12

政策・施策 政策番号 31 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

3,353,300 3,496,668

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可
・財源確保
が可能

・増える ・条例

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

差引（増減）

決算 3,353,300 3,496,668 143,368

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

みどり保全創造事業費会計繰出金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）



様式３

局 課 款 項 目

総務副大臣通知「地方公営企業繰出金について」等に基づき、下水道事業会計への繰出金（雨水処理経費・行政的経
費等）について計上します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地方公営企業繰出金について等に基づき、雨水処理に要する資本費（減価償却費・支払利息
等）及び維持管理費に相当する額を繰り出します

雨水処理に要する維持管理費の増等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

38,364,812 40,558,614 2,193,802

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

繰出額

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 下水道事業会計繰出金

所管局・課 環境創造 経理経営 会計 17 1 14

政策・施策 政策番号 34 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

38,372,177 39,816,158 36,806,093 41,835,695 42,042,277

千円 実績 41,044,046

単位 想定 41,422,046 37,107,686

40,558,614

３条基準内

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

37,113,986 38,364,812

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果



年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 614,536

千円 実績

想定 683,784 634,368 614,536 715,610

単位 想定 1,290,945 986,852 661,660 542,725 413,818

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度 元年度 ２年度

715,610

106,221 103,156

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

711,718

３年度 ４年度

実績 683,784 634,368 614,536

②

繰出額

715,610 不明水にかかる経費の増等101,074

３条基準外

繰出基準に定めるもののほか、行政目的を達成するために負担している経費に相当する額を繰
り出します。

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

986,852

７年度５年度

特例措置分等元金の減

６年度

４条基準内

３年度 ４年度

542,725661,6601,290,945

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
地方公営企業繰出金について等に基づき、平成12年度までに許可された下水道事業債（特例措
置分等）の元利償還金に相当する額等を繰り出します

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 661,660

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

千円

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

繰出額

542,725 ▲ 118,935

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度

単位 711,242679,109

年度 元年度 ２年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 20,823 16,630 ▲ 4,193

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 1

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

20,823 16,630 ▲ 4,193

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

1 3 1 1 1

台 実績 1

単位 想定 1 1

3

燃料電池
バス補助
実績

（リース）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 低公害バス集中導入事業（自動車事業会計繰出金）

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 17 1 18

政策・施策 政策番号 18 施策番号 6 評価書番号 1

事業概要

本市が使用するバスについては、大気汚染物質の排出が少ない車両を率先導入することで環境改善を図ります。
環境創造局では、交通局が導入する燃料電池バスについて、ディーゼルバス導入にかかる費用との差額分について、
繰出し（補助）を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

交通局が導入する燃料電池バスについて、ディーゼルバス導入にかかる費用との差額分につい
て、繰出し（補助）を行います。

燃料電池バス導入時期の変更による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自動車事業会計繰出金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 47,252 37,128 ▲ 10,124

風力発電事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,284,498 2,028,994

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

47,252 37,128 ▲ 10,124

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

kWh 実績 2,274,964

単位 想定 2,000,000 2,000,000

2,233,584

発電電
力量

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 （風力発電事業費会計） 運営費

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 1 1 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 5 評価書番号 1

事業概要

SDGs未来都市の実現に向け市民一人ひとりが具体的行動をおこすきっかけとするため、また再生可能エネルギーの
利用や地球温暖化対策の一環として、風力発電事業を進めます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

SDGs未来都市の実現に向け市民一人ひとりが具体的行動をおこすきっかけとするため、また再
生可能エネルギーの利用や地球温暖化対策の一環として、風力発電事業を進めます。

昇降装置の設置完了による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

風車設備の維持管理・普及啓発等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 0 0

風力発電事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,284,498 2,028,994

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 0 0

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

kWh 実績 2,274,964

単位 想定 2,000,000 2,000,000

2,233,584

発電電
力量

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 （風力発電事業費会計） 予備費

所管区局・課 環境創造 環境エネルギー 会計 1 2 1

政策・施策 政策番号 18 施策番号 5 評価書番号 1

事業概要

風力発電事業費会計の予備費を計上する。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

風力発電事業費会計の予備費を計上する。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

予備費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

※１項、２項の合計

緑地保
全制度
の新規
指定面
積※

単位 想定 60.0 60.0 60.0

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

22.4 - -

ha 実績 19.2 18.9 19.6 9.3

・委託の拡
大不可

22.9 23.0 22.6 22.5

指定面積の増

・負担は適
切である

実績 47.2 28.9 31.9 36.8

60.0 60.0 - -

事
業
計
画

細事業名称 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

細事業概要
市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑
地保全地区や市民の森等の指定地で、法に基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者か
ら買入れ申し出があった場合に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

緑地保
全制度
の買取
り等面
積※

単位 想定

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,008,743 2,311,643 302,900

ha

決算 2,008,743 2,311,643 302,900

細事業の分析

1

事業概要

市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑地保全地区や市民の森
等の指定地で、法に基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者から買入れ申し出があった場合に対応します。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

①

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

所管区局・課 環境創造 緑地保全推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 1 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号



様式３

局 課 款 項 目

令和４年度事業名 良好な森の育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

231 施策番号 2 評価書番号

会計 1 1 1

政策・施策 政策番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算

令和５年度 事業評価書

４年度 差引（増減）

事業概要

みどりアップ計画により保全した森を次世代に引き継いでいくため、森に期待される多様な機能が発揮できるよう良
好な森づくりを進めます。

事業決算額

413,794 427,041 13,247
一か所あたりの作業量が増加したた
め

決算 534,191 519,572 ▲ 14,619

細事業の分析

事業費
（千円）

年度 ３年度

①

事
業
計
画

細事業名称 森の多様な機能に着目した森づくりの推進

細事業概要 保全管理計画を策定し、森づくりガイドラインを活用した維持管理を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進

５年度 ６年度 ７年度

維持管
理

単位 想定 推進 推進

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

- -

か所 実績 175 200 201 200

・該当なし

推進 推進

・求めるべ
きではない

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



②

事
業
計
画

細事業名称 指定した樹林地における維持管理の支援

細事業概要
緑地保全制度により指定した民有樹林地で、土地所有者が行う危険・支障樹木のせん定・伐採
や草刈りなどの費用の一部を助成します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

維持管
理

単位 想定

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 120,398 92,531 ▲ 27,867 件数が減少したため

・求めるべ
きではない

150 - -100

件 実績 122 162 130 111

150 150100

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性



様式３

局 課 款 項 目

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

推進 推進

３年度 ４年度

- -

- 実績 推進 推進 推進 推進

①

事
業
計
画

細事業名称 森づくりを担う人材の育成

細事業概要
森づくりボランティアの登録と森づくり体験会の実施、安全管理研修、スキルアップ研修など
森づくりを担う人材の育成を行います。また、森づくりに関するニュースレターの発行、WEB等
の更新を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進

５年度 ６年度 ７年度

森づく
りを担
う人材
の育成

単位 想定 推進 推進

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算

令和５年度 事業評価書

４年度 差引（増減）

事業概要

協働による森づくり活動を希望するボランティアの登録、担い手の育成及び活動支援を実施します。

事業決算額

6,763 7,859 1,096
コロナで中止していた研修が再開し
たため

決算 13,629 14,638 1,009

細事業の分析

事業費
（千円）

年度 ３年度

令和４年度事業名 森を育む人材の育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

331 施策番号 2 評価書番号

会計 1 1 1

政策・施策 政策番号



(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

団体 実績 35 35 37 37

30 3030

増減説明

決算 6,866 6,779 ▲ 87 助成金の申請が少なかったため

・求めるべ
きではない

30 - -30

②

事
業
計
画

細事業名称 森づくり活動団体への支援

細事業概要
森づくり活動団体の発展的な活動に対し助成金を交付します。また、森づくりの活動に必要と
なる道具類を貸し出すとともに、森づくり活動に関する専門家（森づくりアドバイザー）を派
遣します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

森づく
り活動
団体へ
の支援

単位 想定

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減）



様式３

局 課 款 項 目

4,709

・該当なし
・目標を上
回った

事
業
計
画

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

差引（増減）

事
業
実
績

34

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,961 14,065 6,104

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

42

・委託の拡
大が可能

・該当なし

(1)実施主体 (2)実施手法

5,953 10,662

36 36 36 - -

回 実績 75

単位 想定 36 36

98

イベン
トや広
報の実
施

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民が森に関わるきっかけづくり事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 1 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

横浜の森について理解を深め、さらには行動につなげるため、森に関するイベントや講座の開催により、市民が森に
関わるきっかけを提供します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

森に関わる市民の裾野を広げるため、森に関するイベントや講座の開催などにより、市民が森
に関わるきっかけを提供します。

イベント実施回数が増加したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

森の楽しみづくり

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

細事業名称

分析
結果

・増える
・規則・方
針



②

ガイド
マップ
を作成
した樹
林地の
数

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

か所

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

森に関する情報発信

市民の森ガイドマップの印刷、発送を行い、新たなガイドマップの作成を行います。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

3,403

３年度 ４年度

1,395

単位

新規ガイドマップ作成のため

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

--

1

・目標を概
ね達成

1 1 0

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

・規則・方
針

・該当なし

客観的指標に
基づく分析

５年度

分析
結果

実績

増減説明

決算 2,008

６年度 ７年度

・維持



様式３

局 課 款 項 目

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 良好な農景観の保全事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 1 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 3 評価書番号

①

事
業
計
画

細事業名称 水田の保全

細事業概要
土地所有者が水田の保全を継続できるよう水稲作付を10年間継続することを条件に奨励金を交
付します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

水田保
全面積

単位 想定 125.0 125.0 125.0 125.0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

決算 68,013 59,171 ▲ 8,842

細事業の分析

1

事業概要

農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養機能などグリーンインフラ（※１）としての多
様な機能を有しており、横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観も多様です。農業専用地区（※２）に代表
される、集団的な農地により構成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった谷戸景観などが、地域
の農景観として多くの市民に親しまれてきました。この農景観を次世代に継承するため、横浜に残る貴重な水田景観
を保全する取組や、意欲ある農家や法人などによる農地を維持する取組を支援します。

※１ 農地などの自然的環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある都市づくりを進めるための社会資本
※２ 都市農業の確立と都市環境の保全を目指し、まとまりのある農地を横浜市独自の制度により指定した地区

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 32,158 32,258 100 現地調査委託料の増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

125.0 - -

ha 実績 113.5 113.3 112.2 111.9

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし



５年度 ６年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 14,703 11,307 ▲ 3,396
共同利用設備等の整備に係る申請が
なかったことによる補助金の減

事
業
実
績

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を下
回った

７年度

共同利
用設備
の整備

単位 想定 5 5 5 5

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

234 -

-

件 実績 3 3 2 0

細事業費
（千円）

年度 ３年度

-

日 実績 244

4.0 - -

ha 実績 4.25 4.36

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

指標

・求めるべ
きではない

・維持 ・なし ・該当なし

②

事
業
計
画

細事業名称 農景観を良好に維持する活動の支援

細事業概要
地域の農業者によって組織する団体等が、周辺環境と調和した良好な農景観を保全・形成する
ために必要な設備の導入や取組等を支援します。

夜間警
備委託

単位 想定 235 234 234 234

4.0
牧草栽
培奨励

単位 想定 4.0 4.0 4.0

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

負担の
公平性

市民ニーズ

235 234 234

効率性・経済性

5 -

5.87 4.83

実施根拠 妥当性 事業実績



長期貸
付開始
農地

単位

増減説明

決算 21,152 15,606 ▲ 5,546
奨励金交付対象面積の減少による報
償費の減

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

0.44

農地復
元

単位 想定 0.3 0.3 0.3 0.3 - -

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

ha 実績 0.84 0.28 0.26

・目標設定
になじまな
い

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし

0.3

・負担は適
切である

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を上
回った

・補助事業
化が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称 多様な主体による農地の利用促進

細事業概要
平成22年４月１日から平成31年３月31日までの期間に農地を長期間（６年以上）貸し付けた農
地所有者に奨励金を交付し、また遊休化している農地を復元する農地所有者等に補助金を交付
し、農地の貸し借りを促進します。

- -

ha 実績 67.7 60.3 53.4 37.8

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし

想定 77.0 68.0 56.0 44.0 32.0

５年度 ６年度 ７年度細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減）



様式３

局 課 款 項 目

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 315,871 51,141 ▲ 264,730

３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

差引（増減）

0 0

2.06 2.87 3.99

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

農園付
公園の
整備

事
業
計
画

事
業
実
績

様々な市民ニーズに合わせた農園の開設

５年度 ６年度 ７年度

年度

・増える ・条例

1.50 1.50 1.50 1.50 - -1.50

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

ha 実績

0 2.68 2.12 - -

ha 実績 0.5

単位 想定 0.5 0

0.00

・求めるべ
きではない

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

3.35

客観的指標に
基づく分析

効率性・経済性

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 農とふれあう場づくり事業

所管区局・課 環境創造 農業振興 会計 1 1 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 4 評価書番号 2

事業概要

・増える ・条例
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・委託不可

食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本格的な農作業まで、
様々な市民ニーズに合わせた農園の開設や整備を進め、市民が農とふれあう機会を提供します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

野菜の収穫や果物のもぎとりなどを身近で体験することができる収穫体験農園の開設に必要な
施設整備等を支援します。
また、土地所有者による維持管理が難しくなった農地等を市が買い取るなどして、市民が農作
業を楽しめる農園を主とした都市公園を整備し、令和５年度は測量、設計、工事等を行いま
す。

農園付き公園の開園が行われなかっ
たため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

315,871 51,141 ▲ 264,730

・該当なし
・目標を上
回った

収穫体
験農園
の開設
支援

単位 想定



様式３

局 課 款 項 目

並木の
再生

単位 想定 2 2 2

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

推進 - -

路線 実績 推進 推進 推進 推進

推進 推進 推進 推進

・維持

路線

街路樹
の良好
な維持
管理

単位 想定

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

６年度 ７年度

①

事
業
計
画

細事業名称 街路樹による良好な景観の創出・育成

細事業概要
・老木化した桜並木などの地域で愛されている並木の再生や、空いている植栽桝への補植を行
う。
・駅周辺や各区の主要な路線など、多くの市民の目にふれる街路樹を良好に育成する。

事
業
実
績

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 457,948 435,922 ▲ 22,026 整備路線数の減による

2 2 - -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 まちなかでの緑の創出・育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

1

会計 1 1 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号

30,973

細事業の分析

事業概要

　多くの市民の目にふれる場所での緑化や目にする機会の多い街路樹を良好に育成するための取組や、地域で古くか
ら親しまれている名木古木の保存など、市民が実感でき、生物多様性の保全に寄与し、地域の良好な景観形成や賑わ
い創出につながる緑の創出・育成を推進します。

細事業費
（千円）

年度 ３年度

決算

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

568,192 599,165

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度４年度

実績 8 6 4 3

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

分析
結果



・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

推進 推進 推進

５年度 ６年度 ７年度

-

- -

事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

推進 推進

・求めるべ
きではない

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

-

か所 実績 2 1 1 2

(2)-1公
有地化
による
シンボ
ル的な
緑の創
出

単位 想定 推進 推進 推進 推進 推進

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 94,735 145,998 51,263 港の見える丘公園での調査費の増

②

事
業
計
画

細事業名称 シンボル的な緑の創出・育成

細事業概要 調査　基本設計　公園整備等　維持管理

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進 - -

か所 実績 1 2 1 2

分析
結果

・増える

か所 実績 2 2 2 2

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

(2)-1公
有地化
による
シンボ
ル的な
緑の育
成

単位

(2)-2公
開性の
ある緑
空間の
創出支
援

想定 推進 推進 推進

単位 想定 推進



分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・負担は適
切である

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

推進 -

推進 - -

本 実績 40 73 82 74

２年度年度

名木古
木の保
存（新
規指
定）

単位 想定 推進 推進 推進 推進 -

本 実績 27 28

３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 15,509 17,245 1,736
定期調査の対象樹木数が多かったた
め

11 1

元年度

③

事
業
計
画

細事業名称 名木古木の保存

細事業概要
　地域住民に古くから町の象徴として親しまれ、故事、来歴等のある樹木を保存すべき樹木と
して指定する。また、指定木の維持管理に必要な樹木の診断や治療及びせん定等の維持管理費
用の一部を助成する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

名木古
木の保
存（助
成交
付）

単位 想定 推進 推進 推進 推進

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 1 3

決算 55,851 54,455 ▲ 1,396

細事業の分析

2

事業概要

 緑あふれる魅力的な街をつくるためには、市民や企業と連携した取組が不可欠です。地域が主体となり、地域にふ
さわしい緑を創出する取組など、緑の創出・育成に積極的に取り組む市民や企業を支援し、市民の生活の身近な場所
で、緑や花に親しむきっかけづくりを推進します。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 52,851 49,307 ▲ 3,544 助成金申請件数の減少による

①

事
業
計
画

細事業名称 地域緑のまちづくり事業

細事業概要
緑あふれる魅力的な街をつくるためには、市民や企業と連携した取組が不可欠です。地域が主
体となり、地域にふさわしい緑を創出する取組など、緑の創出・育成に積極的に取り組む市民
や企業を支援し、市民の生活の身近な場所で、緑や花に親しむきっかけづくりを推進します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

6 - -

地区 実績 4 4 7 5

５年度 ６年度 ７年度

第3期
(2019-
2023)み
どり

アップ
計画の
実施地
区

単位 想定 6 6 6 6

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能客観的指標に

基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・負担は適
切である



②

事
業
計
画

細事業名称 人生記念樹の配布

細事業概要
出生や入学、住宅の新築や購入などの人生の節目の記念に、希望した市民に市内で生産された
苗木を配布します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

４年度 差引（増減） 増減説明

苗木の
配布

単位 想定 8,000 8,000 8,000 8,000

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

決算 3,000 5,148 2,148 事業間調整による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

8,000 - -

本 実績 6,403 6,284 7,423 6,912

・負担は適
切である

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能



様式３

局 課 款 項 目

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

負担の
公平性

・負担は適
切である

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

3 4 7

(1)実施主体 (2)実施手法

緑の創
出

単位 想定 10 10 10 10 10 -

件 実績 10 2

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度

緑の育
成

単位 想定 推進 推進 推進 推進

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

7 6

-

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,524 5,276 ▲ 248
助成金（創出）の申請件数の減少に
よる

①

事
業
計
画

細事業名称 保育園・幼稚園・小中学校での緑の創出・育成

細事業概要

次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過
ごす保育園、幼稚園、小中学校を対象に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出を進め
ます。緑の創出にあたっては、子どもたちと生き物とのふれあいが生まれるような空間づくり
に取り組みます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進 - -

件 実績 3

決算 5,524 5,276 ▲ 248

細事業の分析

3

事業概要

次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過ごす保育園、幼稚園、
小中学校を対象に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出・育成を進めます。緑の創出にあたっては、子ども
たちと生き物とのふれあいが生まれるような空間づくりに取り組みます。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 1 3



様式３

局 課 款 項 目

　第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わいを創出しました。
多くの市民が時間を過ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、これらの取組
を継承し、公共空間を中心に緑や花による空間演出や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向
上・賑わいづくりにつなげます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わ
いを創出しました。多くの市民が時間を過ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアであ
る都心臨海部などにおいて、これらの取組を継承し、公共空間を中心に緑や花による空間演出
や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向上・賑わいづくりにつなげま
す。

整備か所、管理作業実施内容の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 1 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号 4

事業概要

・増える
・規則・方
針

推進 推進 推進 - -

か所 実績 15

単位 想定 推進 推進

14

緑花に
よる空
間づく
りと維
持管理
（※123
との合
計）

(2)実施手法

317,340 11,360

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

歳出予算科目

15 14

都心臨海部等の緑花による魅力ある空間づくり

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし

決算 305,980 317,340 11,360

みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

差引（増減）

(1)実施主体

305,980



様式３

局 課 款 項 目

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

所管区局・課 環境創造 緑地保全推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号

７年度

緑地保
全制度
の買取
り等面
積※

単位 想定 22.9 23.0 22.6 22.5

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

1

事業概要

市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑地保全地区や市民の森
等の指定地で、法に基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者から買入れ申し出があった場合に対応します。
また、民有山林である市民の森、ふれあいの樹林、緑地保存地区、源流の森保存地区の所有者に奨励金等を支出しま
す。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

増減説明

決算 3,404,651 2,590,497 ▲ 814,154 買取り面積の減

決算 3,674,345 3,051,390 ▲ 622,955

細事業の分析

①

事
業
計
画

細事業名称 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業

細事業概要
市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑
地保全地区や市民の森等の指定地で、法に基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者か
ら買入れ申し出があった場合に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度

ha 実績 47.2 28.9 31.9 36.8

３年度 ４年度

４年度 差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

60.0 60.0 - -

・負担は適
切である

・委託の拡
大不可

22.4 - -

ha 実績 19.2 18.9 19.6 9.3

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

※１項、２項の合計

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

緑地保
全制度
の新規
指定面
積※

単位 想定 60.0 60.0 60.0



４年度 差引（増減） 増減説明

決算 269,694 460,893 191,199 対象面積の増

②

事
業
計
画

細事業名称 緑地保存地区等奨励金

細事業概要
民有山林である市民の森、ふれあいの樹林、緑地保存地区、源流の森保存地区の所有者に奨励
金等を支出します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

- - -

- 実績 -

５年度 ６年度 ７年度

-

単位 想定 - - - -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

- - -

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性



様式３

局 課 款 項 目

差引（増減）

会計 1 2 1

政策・施策 政策番号

決算 163,322 137,645 ▲ 25,677

森の多様な機能に着目した森づくりの推進

保全管理計画を策定し、森づくりガイドラインを活用した維持管理を行います。

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 良好な森の育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

231 施策番号 2 評価書番号

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

実績

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 163,322 137,645 ▲ 25,677 入札残による不用。

細事業の分析

事業概要

みどりアップ計画により保全した森を次世代に引き継いでいくため、森に期待される多様な機能が発揮できるよう良
好な森づくりを進めます。

５年度 ６年度 ７年度

維持管
理

単位 想定 推進 推進 推進 推進

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

推進 - -

か所 141 160 163

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

事
業
実
績

細事業費
（千円）

172

・求めるべ
きではない

①

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

差引（増減）

会計 1 2 1

政策・施策 政策番号

決算 198 198 0

森づくり活動団体への支援

間伐材を活用する研修を開催し、森づくり活動団体の活動で発生する間伐材の有効活用を推進
します。

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 森を育む人材の育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

331 施策番号 2 評価書番号

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

実績

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 198 198 0 -

細事業の分析

事業概要

間伐材を活用する研修を開催し、森づくり活動団体の活動で発生する間伐材の有効活用を推進します。

５年度 ６年度 ７年度

間伐材
マネジ
メント
研修

単位 想定 1 1 1 1

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

1 - -

か所 1 1 1

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

・求めるべ
きではない

①

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

(1)実施主体 (2)実施手法

37,300 35,939 ▲ 1,361

・該当なし
・目標を概
ね達成

5 5

・委託の拡
大不可

・該当なし

単位 想定 5 5

5

妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

・維持
・規則・方
針

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民が森に関わるきっかけづくり事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 2 1

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

5

横浜の森について理解を深め、さらには行動につなげるため、森に関するイベントや情報の発信の拠点として市内５
か所でウェルカムセンターを運営し、市民が森に関わるきっかけを提供します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

森に関わる市民の裾野を広げるため、森に関するイベントや講座の開催などにより、市民が森
に関わるきっかけを提供します。また、環境活動支援センター交流スペースの施設の維持管
理、修繕等を行います。

委託の入札残による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

-

館

ウェル
カムセ
ンター
運営

細事業名称

指標 市民ニーズ 実施根拠

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

5 5 -

実績 5

4

事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

増減説明

決算

決算 37,300 35,939 ▲ 1,361

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

細事業概要

森に関する情報発信

５年度



様式３

局 課 款 項 目

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 良好な農景観の保全事業

所管区局・課 環境創造 農政推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 2 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 3 評価書番号

①

事
業
計
画

細事業名称 水田の保全

細事業概要 良好な水田景観保全のための水源・水路の確保を支援します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

水源・
水路確
保施設
整備

単位 想定 2 2 2 2

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

決算 138,087 143,761 5,674

細事業の分析

1

事業概要

農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養機能などグリーンインフラ（※１）としての多
様な機能を有しており、横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観も多様です。農業専用地区（※２）に代表
される、集団的な農地により構成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった谷戸景観などが、地域
の農景観として多くの市民に親しまれてきました。この農景観を次世代に継承するため、横浜に残る貴重な水田景観
を保全する取組や、意欲ある農家や法人などによる農地を維持する取組を支援します。

※１ 農地などの自然的環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある都市づくりを進めるための社会資本
※２ 都市農業の確立と都市環境の保全を目指し、まとまりのある農地を横浜市独自の制度により指定した地区

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 61,619 64,611 2,992 農景観保全整備関連事業補助金の増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めてい
ない

(1)実施主体 (2)実施手法

2 - -

か所 実績 2 3 2 3

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を上
回った

・補助事業
化が可能

・該当なし



５年度 ６年度 ７年度細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

増減説明

決算 1,713 2,095 382 発注量の増加による委託料の増

細事業費
（千円）

年度 ３年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

事
業
実
績

・求めるべ
きではない

分析
結果

20 - -

件 実績

４年度 差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持 ・条例
・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし

②

事
業
計
画

細事業名称 特定農業用施設保全契約の締結

細事業概要
農地の適正管理や農業用施設の継続利用を条件に、農業用施設用地の税を軽減し農地の保全に
つなげます。

客観的指標に
基づく分析

31 27 17 34

保全契
約件数

単位 想定 12 30 30 20



③

事
業
計
画

細事業名称 農景観を良好に維持する活動の支援

細事業概要

農家団体による農地に隣接する道路側溝や水路等の清掃や農地縁辺部への苗木や草花の植栽等
の活動を支援します。
農地から発生する土砂の流出を予防・解消する取組を支援します。
農地がもつ保水・浸透機能に着目したグリーンインフラの取組を推進します。
老朽化した井戸の再整備を支援します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

3 3 3 3

・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・補助事業
化が可能

・該当なし
・求めてい
ない

・求めるべ
きではない

・増える
・規則・方
針

・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標

3 - -

件 実績 4 5 2 2

土砂流
出防止
対策

単位 想定

・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

・維持

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

差引（増減）

- -

ha 実績 641.7 643.9

維持管
理支援
対象面

積

単位 想定 675 690.0 705.0 720.0 730.0

５年度 ６年度 ７年度細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度

決算 74,755 77,055 2,300

花の植
栽

単位 想定 11 11 11 11 11

増減説明

679.0 674.0

設計委託に係る委託料の増

- -

件 実績 15 15 18 18



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 24,074 30,710 6,636

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

差引（増減）

1.30 1.11 0.60

- -

ha 実績

2.00

・規則・方
針

2.00 2.00

・維持

2.00 2.00

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

事
業
計
画

事
業
実
績

様々な市民ニーズに合わせた農園の開設

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
化が可能

・該当なし

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 農とふれあう場づくり事業

所管区局・課 環境創造 農業振興 会計 1 2 2

政策・施策 政策番号 32 施策番号 4 評価書番号 2

事業概要

食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本格的な農作業まで、
様々な市民ニーズに合わせた農園の開設や整備を市内各地で進めます。
また、市民と農との交流拠点である横浜ふるさと村（※1）や恵みの里（※2）を中心に、市民が農とふれあう機会の
提供や、農家への援農活動を支援します。

※1：良好な田園景観の保全と地域の活性化を目的に、農作物の生産基盤の整備や、樹林地の保全活用などにより、
市民が自然と農業に親しむ場として整備している地域
※2：市民と農とのふれあいを通じて、地域ぐるみで農のあるまちづくりを進める地区

細事業の分析

①

・負担は適
切である

農家から指導を受けることができ、農作業の経験がない人でも栽培から収穫までを楽しめる農
園や、利用者が自由に農作業を楽しめる農園など、土地所有者などが農園を開設するための支
援を行います。

市民農園に係る施設整備補助金の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

5,241 3,014 ▲ 2,227

・該当なし
・目標を下
回った

市民農
園の開
設支援

単位 想定

1.65



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度

回

体験講
座の開

催

8,863

単位 -

市民が農を楽しみ支援する取組の推進

・横浜ふるさと村・恵みの里における農体験教室や収穫体験など、市民が農とふれあう機会を
提供し、市民と農の交流を通じた地域の活性化を図ります。
・市民農業大学講座や家族で学ぶ農体験講座を開催し、市民が栽培技術などを学ぶ場を提供す
るとともに、人手不足の農家への支援を推進します。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

-

３年度 ４年度

想定 6 6 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 18,833

実績 6 6 5

②

寺家ふるさと村保全に係る委託料の
増

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・求めてい
ない

6

・該当なし

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円） 27,696

・増える ・なし

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

回 実績 91 50 86 94

単位 想定 90 90 90 90 90 - -

市民農
業大学
講座

単位 想定 20 20 20 20 20 - -

回 実績 20 0 20 35

横浜ふ
るさと
村・恵
みの里
農体験
教室



様式３

局 課 款 項 目

①

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 身近に農を感じる地産地消の推進事業

所管区局・課 環境創造 農業振興 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 2 2

3政策・施策 政策番号

事業概要

市民が市内産農畜産物を購入し、味わうことができる機会を増やすことを目的に、地域でとれた農産物などを販売す
る直売所・青空市の整備・運営支援等を行います。
また、農にふれる機会を増やすため、市内で生産される苗木や花苗を配布します。
更に、「横浜農場」を活用したプロモーションを積極的に行うとともに、ＰＲイベントや広報誌等を通じて、地産地
消のＰＲや情報発信を行い、市民が地産地消を身近に感じられる取組を推進します。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

事
業
計
画

細事業名称 地産地消にふれる機会の拡大

細事業概要

　市民が市内産農畜産物を購入し、味わうことができる機会を増やすことを目的に、地域でと
れた農産物などを販売する直売所・青空市の整備・運営支援等を行います。
　また、農にふれる機会を増やすため、市内で生産される苗木や花苗を配布します。
　更に、「横浜農場」を活用したプロモーションを積極的に行うとともに、ＰＲイベントや広
報誌等を通じて、地産地消のＰＲや情報発信を行い、市民が地産地消を身近に感じられる取組
を推進します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進 - -

鉢 実績 646 646 1,220 1,306

件 実績 43 41

緑化用
苗木の
配布

32 施策番号 5 評価書番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 43,373 49,202 5,829
３年度はコロナ禍でイベントの中止
等プロモーションの方法を一部変更
したため

５年度 ６年度 ７年度細事業事業量 年度

決算 43,373 49,202 5,829

細事業の分析

情報発
信・PR
活動
（情報
誌等の
発行件
数）

単位 想定 6 6 6 6 6

花苗の
配布

単位 想定 推進 推進 推進 推進

件 実績 6 6 6 6

元年度 ２年度 ３年度 ４年度

- -

57 - -

49 63

25,000 25,000 25,000 25,000

直売
所・青
空市等
の支援

単位 想定 57 57 57 57

- -

本 実績 25,727 25,000 22,505 25,574

単位 想定 25,000



①
客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・負担は適
切である



様式３

局 課 款 項 目

①

事
業
計
画

細事業名称 地産地消を広げる人材の育成

細事業概要
・はまふぅどコンシェルジュの育成
・はまふぅどコンシェルジュの活動支援
・地産地消活動の情報交換の場づくり

- -

件 実績 1 1 1 1

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体

・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし

事
業
実
績

・負担は適
切である

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・求めてい
ない

(2)実施手法

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし

地産地消
ネット

ワーク交
流会の開

催

単位 想定 1 1 1 1 1

30

件 28 27 32 36

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,410 2,634 224 活動支援件数の増

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

はまふぅ
どコン
シェル

ジュの活
動支援等

単位 想定 30 30 30 30

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

- -

実績

決算 8,424 8,790 366

細事業の分析

4

事業概要

「食」と「農」をつなぐ人材の育成、活動の支援、ネットワークの強化を図るとともに、農と市民・企業等との連携
を推進します。
また、生産者・事業者・消費者など地産地消に関わる様々な主体のネットワークの充実を図ります。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

政策・施策 政策番号 32 施策番号 5 評価書番号

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民や企業と連携した地産地消の展開事業

所管区局・課 環境創造 農業振興 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 2 2



-

件 実績 1

企業等と
の連携

単位 想定 10 10 10 10 10 - -

件 実績 13 15 13 15

単位

-

件 実績 - 1 5 6

想定 1 1 1 1 - -

-

1 1 1

(2)実施手法

推進

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

学校給食
での市内
産農産物
の利用促
進実施状

況

単位 想定 推進 推進 推進 推進

- 実績 推進 推進 推進

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・該当なし

６年度 ７年度

料理コン
クールの
開催回数

単位 想定 1 1 1 1 1

6,156 142
地産地消ビジネス創出支援事業の補
助件数の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

②

事
業
計
画

細事業名称 市民や企業等との連携

細事業概要

４年度 ５年度

- -

回 実績 1 1 1 1

・負担は適
切である

 ・企業等との連携の推進
 ・地産地消ビジネス創出の推進
 ・学校給食での市内産農産物の利用促進

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,014

地産地消
ビジネス
創出の推

進
(２年目)
補助金に
よる支援

単位 想定 - 4 4 4 4

推進 - -

地産地消
ビジネス
創出の推

進
(１年目)
育成講座
の開催



様式３

局 課 款 項 目

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

18 18

３年度 ４年度

- -

件／年 実績 18 18 18 18
①

事
業
計
画

細事業名称 地域に根差した緑や花の楽しみづくり

細事業概要
地域をはじめとする多様な主体と連携した緑や花に関するイベントの開催や、緑や花を育む活
動の支援など、地域に根差した各区での取組や公園等での地域の花いっぱいにつながる取組を
推進します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

18

５年度 ６年度 ７年度

18区で
の地域
に根差
した花
や緑の
取組

単位 想定 18 18

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算

令和５年度 事業評価書

４年度 差引（増減）

事業概要

緑や花に親しむ市民の盛り上がりを醸成していくため、地域をはじめとする多様な主体と連携した緑や花に関するイ
ベントの開催や、緑や花を育む活動の支援など、地域に根差した各区での取組や公園等での地域の花いっぱいにつな
がる取組を推進します。

事業決算額

50,595 47,388 ▲ 3,207 各区での入札残

決算 57,023 48,778 ▲ 8,245

細事業の分析

事業費
（千円）

年度 ３年度

令和４年度事業名 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

231 施策番号 1 評価書番号

会計 1 2 3

政策・施策 政策番号



(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能客観的指標に

基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

本 実績 6,403 6,284 7,423 6,912

8,000 8,0008,000

増減説明

決算 6,428 1,390 ▲ 5,038 事業間調整による減

・負担は適
切である

8,000 - -8,000

②

事
業
計
画

細事業名称 人生記念樹の配布

細事業概要
出生や入学、住宅の新築や購入などの人生の節目の記念に、希望した市民に市内で生産された
苗木を無料で配布する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

苗木の
配布

単位 想定

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減）
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局 課 款 項 目

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持

①

事
業
計
画

・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

５年度 ６年度

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

緑の創
出

単位 想定 10 10 10 10 10 -

33 39

・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

98 123

・該当なし

単位 想定 推進 推進 推進 推進

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

40 31

-

件 実績

▲ 143 実施箇所数（創出）の減少による

決算 42,798 42,655 ▲ 143

細事業の分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

推進 - -

か所 実績 112 117

７年度

育成実
施

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費

331 施策番号 3 評価書番号

会計 1 2 3

政策・施策 政策番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 42,798 42,655

４年度 差引（増減）

事業概要

次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過ごす保育園、幼稚園、
小中学校を対象に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出・育成を進めます。緑の創出にあたっては、子ども
たちと生き物とのふれあいが生まれるような空間づくりに取り組みます。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度

細事業名称 保育園・幼稚園・小中学校での緑の創出・育成

細事業概要

次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過
ごす保育園、幼稚園、小中学校を対象に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出を進め
ます。緑の創出にあたっては、子どもたちと生き物とのふれあいが生まれるような空間づくり
に取り組みます。
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4

事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

増減説明

決算

決算 376,653 377,000 347

緑花に
よる空
間づく
りと維
持管理
（※123
との合
計）

細事業名称

細事業概要

都心臨海部等の緑花による魅力ある空間づくり

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

実績 15

推進 推進 推進 -

　第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わいを創出しました。
多くの市民が時間を過ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、これらの取組
を継承し、公共空間を中心に緑や花による空間演出や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向
上・賑わいづくりにつなげます。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わ
いを創出しました。多くの市民が時間を過ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアであ
る都心臨海部などにおいて、これらの取組を継承し、公共空間を中心に緑や花による空間演出
や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向上・賑わいづくりにつなげま
す。

管理作業実施内容の増による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

-

か所

・増える
・規則・方
針

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 2 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

376,653 377,000 347

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

15 14

・委託の拡
大不可

・該当なし

単位 想定 推進 推進

14
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令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 市民の理解を広げる広報の展開事業

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 2 4

政策・施策 政策番号 31 施策番号 2 評価書番号

決算 17,130 14,316 ▲ 2,814

細事業の分析

1

事業概要

横浜みどりアップ計画の取組内容や実績について、様々な媒体・手法を用いて効果的に市民にお知らせし、
理解を深めていただくとともに、緑に関わる活動に参加するきっかけとなる機会を提供します。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 17,130 14,316 ▲ 2,814
令和３年度に緑化表示板を作成した
ため。また、認知度調査を他課の調
査の中で実施したことによる減

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

17 - -

回 実績 17.0 15 15 16

17.0 17 17 17単位 想定

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

事
業
実
績 SNS等

PR・イ
ベント
出展回
数

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・民間移管
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

①

事
業
計
画

細事業名称 計画の周知や実績報告

細事業概要
横浜みどりアップ計画の取組や実績について、より多くの市民・事業者にご理解いただくとと
もに、緑を楽しみ、緑に関わる活動に参加していただけるよう、世代に応じた多様な広報を展
開します。
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203

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

「横浜市における資金管理方針」に基づき横浜みどり基金を運用し、運用益を横浜みどり基金に積み立てます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「横浜市における資金管理方針」に基づき横浜みどり基金を運用し、運用益を横浜みどり基金
に積み立てます。

運用益の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みどり基金積立金

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 3 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

111 314

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

差引（増減）

決算 111 314 203

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

みどり基金積立金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）
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169,752

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

みどり保全創造事業のために発行した市債の元金を市債金会計に繰り出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

みどり保全創造事業のために発行した市債の元金を市債金会計に繰り出します。

市債元金償還金の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 元金

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 4 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

1,537,105 1,706,857

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

差引（増減）

決算 1,537,105 1,706,857 169,752

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

元金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）
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差引（増減）

決算 165,400 148,389 ▲ 17,011

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

利子

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 利子

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 4 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

165,400 148,389 ▲ 17,011

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

みどり保全創造事業のために発行した市債の利子を市債金会計に繰り出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

みどり保全創造事業のために発行した市債の利子を市債金会計に繰り出します。

市債元金償還利子の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -
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▲ 6,213

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

みどり保全創造事業のために発行した市債の発行手数料等を市債金会計に繰り出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

みどり保全創造事業のために発行した市債の発行手数料等を市債金会計に繰り出します。

市債発行手数料の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公債諸費

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 4 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

22,355 16,142

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

差引（増減）

決算 22,355 16,142 ▲ 6,213

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

公債諸費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）
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0

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

みどり保全創造事業費会計の予備費を計上します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

みどり保全創造事業費会計の予備費を計上します。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

- -

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 予備費

所管区局・課 環境創造 みどりアップ推進 会計 1 5 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

0 0

- - - - -

- 実績 -

単位 想定 - -

-

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

歳出予算科目 みどり保全創造事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

差引（増減）

決算 0 0 0

細事業事業量

-

事
業
計
画

事
業
実
績

予備費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

差引（増減）




